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１ 事業概要 

 事業の⽬的 
平成 29 年５⽉に「合法伐採⽊材等の流通及び利⽤の促進に関する法律」（通称「クリーン

ウッド法」）が施⾏され、同年 11 ⽉からは、同法に基づく⽊材関連事業者の登録が始まっ
た。このような中、⽊材関連事業者が同法に基づく合法性の確認等を効率的に⾏うことがで
きるよう、国は同法第４条に基づき、同年５⽉から情報提供サイト「クリーンウッド・ナビ」
を公開し、国別・地域別の違法伐採関連情報の提供を⾏っている。本事業は、「クリーンウ
ッド・ナビ」の掲載情報の更新・拡充を⾏うとともに、掲載情報に関する事業者等からの問
合せに対応することを⽬的とした。具体的には、①⽣産国における情報調査、②「クリーン
ウッド・ナビ」の更新情報に関するコンテンツ作成、③「クリーンウッド・ナビ」掲載情報
に関する問合せへの対応を⾏った。本報告書は、①についてとりまとめた。 

 

 事業実施体制 
本事業は、公益財団法⼈地球環境戦略研究機関（IGES）が受託し調査等を実施した。事

業従事者は表 1.1 のとおりである。 
 

表 1.1 事業従事者 
⽒名 所属・役職 

⼭ノ下 ⿇⽊乃  
（事業責任者） 

⽣物多様性と森林領域 主ジョイント・プログラムディレク
ター 

鮫島 弘光 ⽣物多様性と森林領域 リサーチマネージャー 
藤崎 泰治 ⽣物多様性と森林領域 リサーチマネージャー 
⼭下 ⼀宏 ⽣物多様性と森林領域 リサーチャー 
Henry Scheyvens ⽣物多様性と森林領域 シニアフェローＳ 
Federico López-Casero ⽣物多様性と森林領域 フェローA 
⾓島 ⼩枝⼦ ⽣物多様性と森林領域 アシスタント 

 

 実施内容 
⽊材関連事業者が取り扱う⽊材等の合法性の確認を適切に実施できるよう、「クリーンウ

ッド・ナビ」に掲載するための⽣産国・地域における情報収集を⾏った。 
 

１） 調査対象国・地域 
「クリーンウッド・ナビ」に掲載されている国別情報を参考に、⽊材流通や関連法令に変

化があった国・地域や我が国への輸⼊量が多い国・地域、違法伐採問題に関して重要な国・
地域から、カナダ（ブリティッシュ・コロンビア州）とオーストリアの２か国を選定した。 
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２） 調査内容 
調査内容は以下の通りである。 
（ア）森林の伐採段階における法令等調査 

 法令等の概要及び運⽤状況 
 伐採に関する許認可制度の状況及び許可証等の法令に基づく書類の概要 
 伐採の合法性が確認できる書類（証明システム）の事例及びその発⾏条件 

（イ）⽊材の流通段階における法令等調査 
 法令等の概要及び運⽤状況 
 ⽊材の流通・合法性の確保に関する法令 
 ⽊材・⽊材製品を輸⼊・輸出する際の法令・証明システムの概要及び事例 

（ウ）⽊材⽣産・流通状況 
 調査対象国の⽊材⽣産・流通の特徴 
 森林認証システムの導⼊状況 
 違法伐採に関する関連情報 

（エ）その他、調査対象国において個別に調査すべき事項 
 

３） 調査⽅法 
法令等の概要を⽂献調査により整理した上で、違法伐採問題への対応や⽊材産業の実情

に精通している有識者等の助⾔を得ながら、フォーカルポイントを明らかにした上で現地
調査を⾏った（オンラインによるヒアリング等を含む）。現地調査では、調査対象国・地域
の⾏政機関、業界団体、企業、NGO 等に対してヒアリング調査を実施した。現地調査は表
1.2 の⽇程で実施した。 

 
表 1.2 現地調査⽇程 

現地調査 期間 
カナダ ブリティッシュ・コロンビア州 2022 年 11 ⽉ 19 ⽇〜12 ⽉ 3 ⽇ 
オーストリア 2022 年 11 ⽉ 6 ⽇〜11 ⽉ 16 ⽇ 
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２カナダ 
カナダは連邦制をとっており、10 州と 3 準州からなる。カナダの憲法は、公有地ならび

にその⽴⽊および⽊材の管理・売却を州政府の権限であると定めている。各州政府は独⾃に
森林に関する政策と法令を策定し、森林経営のための⾏政機関を設⽴している。カナダの森
林経営や⽊材産業政策は州ごとに違いが⾒られる1。 

 
ブリティッシュ・コロンビア州（BC 州）は、⽊材⽣産量が最も⼤きい州であり、カナダ

全体の針葉樹の⽊材⽣産量の約 40％を占める。また、⽇本向けカナダ産⽊材製品の 75%以
上を担っており、今後も⽇本にとって最⼤のカナダ産⽊材の供給源であり続けると予想さ
れることから、本章では、BC 州に焦点を当て報告する。 

 

 BC 州の⽊材⽣産・流通の特徴 
２-１-１ ⽊材産業の概要 

⽊材産業は 100 年以上にわたって BC 州の経済において重要なセクターとなっている。
BC 州の原⽣林の⼤規模な商業伐採は、約 100 年前に南部と沿岸部で始まり、50 年前頃に
は中部と北部の内陸部において伐採が始まった。 

 
2020 年時点で、BC 州の⽊材産業は約 43,000 ⼈の雇⽤を創出し、2021 年の州の輸出額の

29 %を占め、州政府の歳⼊に年間 12 億 7,000 万ドル2貢献している3。先住⺠を含む多くの
コミュニティは、⽊材産業が⽣み出す雇⽤と収⼊に⼤きく依存している。 

 
BC 州の林業部⾨は、⽊材供給のためのアクセスが容易な森林の減少、伐採コストの上昇、

⼭⽕事や⾍害の森林リスク増加、⽼齢林の伐採や丸太・⽊質ペレットの輸出に対する市⺠社
会からの反対の⾼まりなど、多くの重⼤な課題に直⾯している。BC 州森林省（B.C.ʼs 
Ministry of Forests）は 2020 年に報告書「BC 州における森林政策の近代化（Modernizing 
Forest Policy in British Columbia）」4を発表し、これらの課題に取り組む計画の概要を⽰し
た。BC 州政府は、カナダの先住⺠の林業における機会拡⼤を含む森林部⾨への参加拡⼤、
環境保護の強化、経済発展と雇⽤創出を促進するための林業部⾨の活性化を意図している5。 
 

 森林資源  
BC 州は、カナダの最⻄端に位置する。総⾯積は 9,500 万 ha で、そのうち 3 分の 2 の約

6,000 万 ha が森林である。このうち、州政府は約 2,200 万 ha を林業⽤に割り当て、原⽣林

                                                       
1 安藤範親(2017) 「カナダの林業・⽊材産業の動向と⽊材利⽤拡⼤の取組み」 農林⾦融 2017・11 
2 通貨単位の数値は、特に明記されていない限り、すべてカナダドルで表記する 
3 MFLNRO (undated)2020 B.C. Forest Sector ‒ Statistics Summary. 
4 https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/competitive-forest-industry 
5 B.C. Government（undated）Modernizing Forest Policy in British Columbia. 
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の総⾯積の約 3 分の 1 を⽣産性の⾼い⼆次林に転換する⽅針である。森林伐採はほとんど
皆伐⽅式で⾏われる。皆伐後地には、植林、天然更新、前⽣樹による更新6、直播により、⽊
材⽣産を⽬的とした造林が⾏われる。林業は現在もほとんどが原⽣林で⾏われているが、沿
岸部では⼆次林も⼀部伐採されている7。

図 2.1 BC 州の気候区分⽣物分布図 
出典：Gorley et al. (2020)8 

沿岸温帯⾬林は、BC 州の海岸沿いに広がっており、その⾯積は約 760 万 ha に及ぶ（図
2.1）。沿岸部の温暖で湿潤な気候は、⾼い⽊材⽣産性を⽀えている。沿岸部の森林には、ウ
エスタンレッドシダー、ダグラスファー、ベイツガ、アマビリスファー、シトカスプルース
などの樹種が⽣育している。内陸部の森林には、ウエスタンレッドシダーやヘムロックなど、
沿岸部でもよく⾒られる樹種で構成された⽣産性の⾼い森林がみられる。

BC 州の林業地域は、⼀般的に「沿岸部」と「内陸部」に区別される。沿岸部では林業の
歴史が古く、再植林された樹⽊が伐採されている地域もある。沿岸部には価値の⾼い⽊材が
あるが、地形が⾮常に険しく、伐採コストも⾼い。内陸部は伐採の歴史が浅いが、現在は BC
州の主要⽊材⽣産地となり、2020 年の伐採量は沿岸部の約 2.8 倍であった（図 2.2）。内陸
部は、寒冷な気候で⽊の成⻑が遅いため、原⽣林のみが伐採されている。

6 前⽣樹による更新とは、伐採前に存在し、伐採後も残存している樹⽊による更新のことである。
7 B.C. Government (undated) Modernizing Forests.
8 Gorley, A and Merkel, G（2020）A New Future for Our Old Forests.A Strategic Review of How British Columbia Manages
for Old Forests Within its Ancient Ecosystems.
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図 2.2 2020 年の沿岸部と内陸部の伐採量と樹種の割合 
出典：Timber Tenure Branch, MOF (2021)9 

 

 ⽊材産業 
1) 丸太⽣産 

BC 州では約 2,500 万 ha の森林が合法的に伐採可能であり、毎年約 19 万 ha が伐採され
ている。2020 年の⽊材⽣産量は 5,180 万 m3 であった。BC 州の⽊材⽣産の 74%は内陸部
で、26%は沿岸部で⽣産される。BC 州では、外来種の産業⽤植林を許可していない。 

 
表 2.1 に、2019 年における⼟地所有形態別の利⽤可能な材積量を⽰す。州有地の利⽤可

能な材積量が州全体の 84％を占め、私有地が約 16%、連邦政府の⼟地は 1%未満であった。 
 

表 2.1 BC 州における⼟地所有別の利⽤可能材積量（m3）（2019 年） 
 州有地 私有地 連邦所有地 合計 

広葉樹  183,255 
(77%) 

 52,817 
 (22%) 

 1,378 
 (1%) 

 237,450 
 (100%) 

針葉樹  45,784,866 
 (84%) 

 8,521,504 
(16%) 

 169,520 
(0%) 

 54,475,890 
 (100%) 

出典：Canadiain Council of Forest Ministers (2022)10 

 
伐採は、主に 5 つの⼤⼿企業によって⾏われている。カナディアン・フォレスト・プロダ

クツ、ウェスト・フレーザー・ティンバー、インターナショナル・フォレスト・プロダクツ、
トルコ・インダストリーズ、ウェスタン・フォレスト・プロダクツの 5 社である。⼤⼿ 5 社
は伐採権（表 2.5 参照）の約 80％を保有している。しかし、カナダ先住⺠や地元コミュニ

                                                       
9 Timber Tenure Branch, MOF (2021) Presentation. FOR101 Series. 
10 Canadian Council of Forest Ministers（2022）Data, Harvest. National Forestry Database. 
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ティなどを含む、伐採権を保有し、伐採⾏っている⼩規模事業体も数多く存在する。

2) ⽊材製品11

2020 年、BC 州の⽊材加⼯業の総売上⾼は 145 億ドルに達し、そのうち 112 億ドルが輸
出による。総売り上げのうち、40 億ドルが紙・パルプの販売であった。その他製品には、
チップ、屋根板、単板、合板等が含まれる。

近年、⽊材製品の⽣産は全般的に減少している。2019 年から 2020 年にかけて、針葉樹製
材⽣産が 4％減、構造⽤パネル⽣産が 1.8％減、⽊材パルプ⽣産が 8.7％減であった。新聞⽤
紙（27％減）、印刷・筆記⽤紙（13.8％減）の⽣産も⼤きく減少した。これらの減少は、⽣
産コストの上昇と原料となる⽊質繊維の供給量の減少を反映している。

製材所は内陸部に位置する場合が多い。丸太のサイズが均⼀で、地形が平坦なこともあり、
⽣産コストが低い。⽅、沿岸部での伐採にはコストがかかるが、丸太の価値は⾼くなる。沿
岸部の残材は塩分を多く含むためペレットには向かないが、パルプには利⽤できる。

3) ⽊材製品の貿易状況12

(1) 輸出

BC 州は、カナダで針葉樹材の輸出が最⼤の州である。2020 年には BC 州はカナダの針
葉樹材輸出額の 54％を占め、54 億ドルに達しており、最⼤の輸出先は⽶国となっていた。
同年の BC 州のパルプと紙の輸出額は 34 億ドル、丸太の輸出額は 3 億ドルであった。丸太
の約 6 割が中国に輸出された。⽊質ペレットの輸出量は 2020 年に 24 億トンに達し、輸出
額は 4 億 2,600 万ドルであった。BC 州産の⽊質ペレットの最⼤の輸出先は英国で、2020 年
の輸出量の 53%を占め、次いで⽇本（26%）、オランダ（16%）であった。

2020 年、BC 州は、⾦額ベースでカナダの⽊材及び⽊材製品の⽶国向け輸出の 24％、中
国向け輸出の 67％、⽇本向け輸出の 78％を占めた。BC 州から⽇本への⽊材製品輸出は、
1990 年代半ばのピーク時から約 75％に減少した。2020 年には、BC 州の⽊材及び⽊材製品
輸出総額の 7%が⽇本向けとなっていた。このうち、57%は針葉樹製材、19%はパルプ、15%
はその他の⽊材製品、8%は丸太であった。

表 2.2 は、2010 年から 2020 年までの BC 州の⽊材製品の輸出額を輸出先別に⽰したもの
である。中国は、⽶国に次いで 2 番⽬に⼤きな市場に成⻑した。

11 本節のデータは MFLNRO (undated) 2020 Economic State of British Columbiaʼs Forest Sector.より引⽤。
12 本節のデータは MFLNRO (undated) 2020 Economic State of British Columbiaʼs Forest Sector.より引⽤。
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表 2.2 輸出国別の BC 州の⽊材製品輸出額（10 億⽶ドル） 
年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 
⽶国 4.1 3.8 4.3 5 5.5 6.2 7.1 6.9 6.7 5.4 6.5 
中国 2.2 3.3 3.1 3.7 3.8 3.7 3.4 3.9 4.1 3.4 2.8 
⽇本 1.1 1.2 1.1 1.3 1.3 1.2 1.2 1.3 1.5 1.2 0.8 
他 1.7 1.7 1.6 1.7 1.8 1.8 1.9 2.1 2.5 1.9 1.4 
合計 9.1 10 10.1 11.7 12.4 12.9 13.6 14.2 14.8 11.9 11.5 

出典：MFLNRO13 

(2) 輸⼊

2020 年の BC 州の他国からの輸⼊や他州からの取引を含む輸⼊額は 26 億ドルであった。
このうち、OSB、単板、合板、建材等の⽊材製品の輸⼊及び取引額は 15 億ドル、紙は 9 億
ドル、針葉樹材は 1 億ドルであった。

２-１-２ 関連する⾏政機関の概要
連邦政府 

憲法によって、天然資源に対する責任は連邦政府ではなく州政府に属することが規定さ
れる。しかし、森林資源が、国の経済、貿易、国際関係、国際条約、連邦が管轄する⼟地や
国⽴公園、先住⺠に関する合意に影響を与える場合、連邦政府が森林資源に関する⽴法責任
を負う。カナダの州政府は管轄の森林のほとんどに権限を持つが、林業経営においては連邦
法の効⼒も及ぶ。この連邦法には、連邦危急種法（Species at Risk Act）、連邦漁業法（Fisheries
Act）、連邦渡り⿃保全法（Migration Bird Conservation Act）、連邦植物保護法（Plant
Protection Act）が含まれる。林業施業や⽊材製品の輸出⼊は、⽣物多様性条約やワシント
ン 条 約 （ Convention on Internatinoal Trade in Endangered Species of Wild Flora and
Fauna:CITES）など、カナダが締結した国際協定の要件にも従わなければならない。

カナダの森林のうち、連邦政府と先住⺠が共同で所有する 4%は、主に連邦国⽴公園、連
邦国防総省（Department National Defense:DND）所有の⼟地、先住⺠のために保留されて
いる連邦政府の⼟地、または先住⺠が管理している⼟地にある。これらの⼟地における林業
事業の規制と管理は、DND、連邦パークスカナダ庁（Parks Canada）、連邦天然資源省
（Natural Resources Canada）、連邦先住⺠問題・北部開発省（Aboriginal Affairs and Northern
Development Canada）など、連邦政府のいくつかの部局が担当している。連邦政府は、⽊
材及び⽊材製品の輸出⼊を管理する責任も負っている。

13 MFLNRO (undated) 前掲
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 BC 州政府 
BC 州政府は、州内の森林所有制度を所管し、州有地と私有地における森林経営と伐採を

監督する。表 2.3 に関連する BC 州政府機関を⽰す。 
 

表 2.3 森林経営及び伐採に関する BC 州政府機関 
BC 州政府機関 役割/責任 

BC 州森林省本部 
（B.C.ʼs Minsitry of Forests 
Head office） 

州の森林政策と⾏政全般を所管 

BC 州森林省地⽅事務所 
（B.C.ʼs Ministry of Forests 
Regional office） 

森林経営と伐採に関する計画や許可証の承認 
コンプライアンスの管理と執⾏ 

BC 州森林省郡事務所 
（B.C.ʼs Ministry of Forests 
District office） 

森林経営と伐採に関する計画や許可証の承認 
コンプライアンスの管理と執⾏ 

BC 州⽊材販売局 
（BC Timber Sales） 

⼊札の管理 
⽊材のために割り当てられた⼟地の管理 

BC 州森林施業委員会 
（Forest Practices Board） 

BC 州森林放牧地施業法（Forest Range and Practices 
Act）及び BC 州⼭⽕事法（Wildfire Act）への対応 

BC 州森林所有権⽀所 
（Forest Tenure Branch） 

ツリーファームライセンス（Tree Farm License）の管
理 

BC 州⽊材価格⽀所 
（Timber Pricing Branch） 

⽊材の価格設定⽅針と⼿続き 

BC 州私有管理林地協議会 
（Private Manged Forest Land 
Council） 

私有管理林地計画の管理 

BC 州公園局 
（B.C. Parks） 

BC 州の公園・保護地域システムの管理 

 

1) BC 州森林省 
BC 州森林省は、州内の公有林14を所管する主要な州政府機関である。また、BC 州⼟地⽔

資源管理省（Ministry of Land Water and Resource Stewardship）は、州の⼟地利⽤政策と
計画、先住⺠グループとの調整・和解、⽔政策と戦略、⽣態系管理等を所管する15。これら
2 つの省は、2022 年 4 ⽉ 1 ⽇の省庁改編によって BC 州森林⼟地天然資源業務農村開発省
（Ministry of Forest Lands Natural Resource Operations and Rural Development）を分割し
て発⾜した 

 

                                                       
14 公有林には、連邦林および州有林が含まれる。 
15 BC Gov News (2022) New ministers appointed for land stewardship, municipal affairs. 
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BC 州森林省は、環境・経済・社会的に持続可能な形で、BC 州の森林資源を管理、利⽤、
保全することを⽬的とする16。同省には伐採に必要なライセンスを管理する森林所有権⽀所
（Forest Tenure Branch）や⽊材の価格設定⽅針と⼿続きを管理する州⽊材価格⽀所
（Timber Pricing Branch）がある。その他の関連機関として、⽊材販売局（BC Timber Sales）、
経済・貿易局（Economics and Trade）、コンプライアンス及び執⾏局（Compliance and 
Enforcement）などが挙げられる。 

 
⽊材販売局は、BC 州森林省の独⽴採算組織である。同局は 2003 年に設⽴され、州の年

間許容伐採量（Allowable Annual Cut: AAC）の約 20％を管理し、この⽊材を⼊札によって
伐採者、⽊材加⼯業者、その他の林業事業者に販売している。2003 年の設⽴以来、⼊札を
通じて 2 億 300 万 m3 以上の⽊材を売却してきた17。また、⽊材販売局は伐採地へアクセス
するための林道の建設と管理、伐採地の再植林、計画、開発、造林などの林業関連分野での
事業を管理している18。 

 

2) チーフフォレスター 
チーフフォレスターは副⼤⾂補佐として、州内の各⽊材を供給する地域及びツリーファ

ームライセンス（後述：表 2.5 参照）のための AAC を決定する責任を負う。また、政府及
び林業従事者に森林経営に関する指導と指⽰を提供する。チーフフォレスターは政治的プ
ロセスから独⽴しており、AAC を決定する際に BC 州森林省の指⽰は受けない。 

 

3) 地⽅・郡 
BC 州森林省は、⾏政上の観点から、BC 州を 3 つの地域（北部、南部、沿岸部）、8 地⽅、

23 郡に区分している。郡と地⽅事務所は実施を担当し、BC 州森林省本部は主に政策を担当
する。地⽅事務局⻑はコミュニティフォレスト協定（Community Forest Agreement）、先住
⺠ウッドランドライセンス（First Nations Woodland License）、森林ライセンス（Forest 
License）を承認する（後述：表 2.5 参照）。郡管理者は伐採許可や森林許可、森林経営計画
を承認している。図 2.3 は、BC 州における森林⾏政の地域、地⽅・郡を⽰す。 

 

                                                       
16 Government of British Columbia（2012）Timber Tenures in British Columbia: Managing Public Forests in the Public 
Interest. 
17 Timber Tenure Branch, MOF (2021) 前掲 
18 Government of British Columbia（undated）B.C. Timber Sales. 
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図 2.3 BC 州における森林⾏政のための地⽅・郡の地図 
出典：MFLNRO (2020)19 

4) BC 州森林施業委員会（Forest Practices Board:BC 州 FPB）
BC 州には、森林施業を監督する独⽴した監視機関である BC 州 FPB がある。BC 州 FPB

は政府の司法部⾨の責任機関である。その運営は⾏政裁判法によって規定されている。BC
州 FPB は、BC 州森林放牧地施業法（Forest and Range Practices Act:BC 州 FRPA）及び BC
州⼭⽕事法（Wildfire Act）の遵守状況を確認するために、監査や調査を実施している。

5) BC 州森林専⾨家協会と登録専⾨家
2004 年、BC 州 FRPA が森林施業法に代わって、林業施業を管理する重要な法律となっ

た。これは林業⾏政に⼤きな影響を与えるもので、それまで政府職員が果たしていた管理責
任の⼀部を産業界に委譲した。

BC 州政府は、BC 州森林専⾨家協会（Association of B.C. Forest Profesionals）の細則、
⽅針、⼿順を通じて、専⾨家の参加と判断を重視し、説明責任を確保することを⽬指す。BC
州で林業作業に従事する登録専⾨家には、BC 州森林専⾨家協会に登録された林業家と技術

19 MFLNRO (2020) Natural Resource Regions and Districts.
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者、BC 州の専⾨技術者・地球科学者協会に登録されたエンジニア、専⾨⽣物学協会に登録
された⽣物学者が含まれる。

BC 州森林専⾨家協会は、BC 州の林業家と森林技術者の登録と管理を担う。登録制度の
対象は、森林インベントリ、分類、評価、鑑定、保全、保護、伐採、育林、樹⽊の修復、林
地、森林資源、森林の運搬システム、森林⽣態系の専⾨家である。

私有地における林業 
私有地での林業は、⼀般的に以下の 3 つの⽅式で管理される。第⼀に、BC 州森林省が発

⾏するライセンスや協定に基づき、私有林を公有林と⼀緒に管理することである。第⼆に、
森林所有者が BC 州私有管理林地協議会（Private Managed Forest Land Council）の管理す
る私有管理林地計画に参加することである。第三に、森林所有者がライセンスや協定、ある
いは私有管理林地計画の外で森林を伐採することである。

公園及び保護区 
BC 州の公園と保護地域のシステムは、BC 州環境気候変動戦略省（British Columbia

Ministry of Environment and Climate Change Strategy）の機関である BC 州公園局（B.C.
Parks）によって所有または管理されている。このシステムには、644 の州⽴公園、2 つのレ
クリエーション地域、156 の保護区、84 の保護区、148 の⽣態系保護区が含まれている。

森林の伐採段階における法令等 
２-２-１ 法令等の概要及び運⽤状況

BC 州の森林資源の伐採に関する法令を表 2.4 に⽰す。

表 2.4 森林資源の伐採に関する法令 

名称 詳細 

BC 州森林法20 
（Forest Act） 

森林の分類を規定 
年間許容伐採量（AAC）を規定 
伐採権の種類とその権利・義務について規定 
⽊材の検収、森林資源インベントリ、政府への⽀払い、道路と通⾏
権、海洋丸太の引き揚げに関する要件を規定 
BC 州産⽊材の BC 州内での加⼯及び適⽤除外について規定 
⽴⽊価格の評価過程を規定 
決定事項の⾒直しや不服申し⽴て及び罰則について規定 

20 https://www.bclaws.gov.bc.ca/civix/document/id/complete/statreg/96157_01
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名称 詳細 

BC 州森林放牧地施
業法21 
（Forest Range and 
Practices Act） 

森林計画、道路建設、⽊材伐採、再植林、家畜の放牧など、BC 州
の公有地における森林及び放牧地の活動の管理に関連 

BC 州私有管理林地
法22 
（Private Mangaed 
Forest Land Act） 

主要な公的環境価値の管理⽬標を設定し、私有管理林地の申請⼿続
き等を定め、コンプライアンスと執⾏の規定 

その他の関連する BC 州法：BC 州遺産保全法（Heritage Conservation Act）、BC 州統
合的病害⾍管理法（Integrated Pest Management Act）、BC 州⽔法（Water Act）、BC
州⼭⽕事法（Wildfire Act）、BC 州野⽣⽣物法（Wildlife Act）、BC 州先住⺠の権利に関
する宣⾔法（Declaration on the Rights of Indigenous People Act） 

関連する連邦法：連邦危急種法（Species at Risk Act）、連邦漁業法（Fisheries Act）、
連邦渡り⿃保全法（Migration Birds Conservation Act）、連邦植物保護法（Plant 
Protection Act） 

２-２-２ 伐採に関する許認可制度の状況及び許可書等の法令に基づく書類の
概要 

伐採権（Timber Tenures）及び AAC 等 
1) 伐採権

州有林の伐採は、伐採権がベースになる（私有地にも適⽤されることがある）。伐採権は、
企業、コミュニティ、または個⼈と BC 州政府との間の合意で、州政府が⽊材を伐採する権
利と条件を付与するものであり、BC 州森林法（Forest Act）によって規定される。伐採権
は、協定、ライセンスまたは許可の形態があり、それぞれに基づいて伐採の許可証が州政府
から発⾏される。いずれも法的拘束⼒があり、森林経営義務や⽴⽊価格を含む料⾦の⽀払い
などにより、契約者に⼀定期間にわたって公有林を利⽤する特定の権利を与える。表 2.5 に
BC 州における伐採権について⽰す。

21 https://www.bclaws.gov.bc.ca/civix/document/id/complete/statreg/00_02069_01
22 https://www.bclaws.gov.bc.ca/civix/document/id/complete/statreg/03080_01
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表 2.5 BC 州における伐採権の種類と概要 
伐採権 対象 権利 期間 権利者の主な責任／義務 
⽊材ライセンス 
（Timber License） 

区域  特定の地域での⽊材を伐採する権利  不定
 更新可

 実施計画作成、道路建設、再植林、
⽴⽊価格の⽀払い

ツリーファームライセン
ス
（Tree Farm License）

区域  特定地域での⽊材伐採及び森林経営の
権利（私有地を含む場合もあり）

 25 年
 5〜10 年ごと

に更新可

 持続的森林経営計画及び実施計
画作成、インベントリ作成、再植
林、⽴⽊価格の⽀払い

 伐採量の⼀部について伐採請負
業者を利⽤（例外あり）

森林ライセンス 
（Forest License） 
（付属資料 1） 

材積  指定された⽊材供給地またはツリーフ
ァームライセンス地におけるAACの伐
採権

 ⼊札または直接付与

 最⻑ 20 年
 5〜10 年ごと

に更新可

 実施計画作成、道路建設、再植林、
⽴⽊価格の⽀払い

 伐採量の全部または⼀部につい
て、伐採請負業者を利⽤すること
が求められる場合がある

パルプ材協定 
（Pulpwood 
Agreement） 

材積  パルプ⽤⽊材伐採の条件付権利（他の
供給源では不⼗分または利益が上がら
ない場合）

 最⻑ 25 年  実施計画作成、パルプ材加⼯施設
の維持、パルプ⽤材供給地域の林
地残材やパルプ丸太の購⼊義務、
再植林、⽴⽊価格の⽀払い

⽊材販売ライセンス 
（Timber Sale 
License） 

材
積 ・
区域 

 特定地域の⽊材を⼀定量伐採⼜は丸太
を購⼊する権利

 BC 州⽊材販売局が⼊札によって発⾏

 最⻑ 4 年
 更新不可 

 実施計画作成及び⽴⽊価格の⽀
払い

ウッドロットライセンス
（Woodlot License）
（付属資料 2）

材積  特定地域の AAC を伐採し、森林を管理
する権利（私有地を含む場合もあり）

 ⼊札または直接付与（上限：沿岸部の公
有地 800ha、内陸部 1,200ha）

 最⻑ 20 年
 多くは 10 年ご

とに更新可能

 ウッドロットライセンス計画作
成、インベントリ作成、再植林、
⽴⽊価格の⽀払い



1 4

コミュニティフォレスト
協定
（Community Forest
Agreement）

区域  先住⺠、市町村、州、郡、団体に、特定
の地域で AAC を伐採する権利（私有地
や保護区を含むことがあり、また伐採、
管理、⽊材及びその他の製品の料⾦徴
収の権利を含む場合があり）

 ⼊札または直接付与

 25 年以上 99
年以下

 10 年ごとに更
新可能

 持続的森林経営計画及び事業計
画作成、インベントリ作成、再植
林、⽴⽊価格の⽀払い

コミュニティ衛⽣伐ライ
センス
（Community Salvage
License）

材
積 ・
区域 

 枯死⽊、損傷⽊、病害⽊、⾵倒⽊及び伐
採後の残材を特定地域から取り去るコ
ミュニティに付与される権利

 最⻑ 5 年  実施計画作成、⽴⽊価格の⽀払い
（再植林が必要な場合あり）

伐採ライセンス(居住者
⽤) 
（License to Cut 
（Occupant）） 

区域  居住者が州有材の伐採や搬出を⾏う権
利

 最⻑ 5 年  ⽴⽊価格の⽀払い（再植林が必要
な場合あり）

伐採ライセンス
（License to Cut 

区域  森林地区の全部または⼀部における伐
採の権利

 最⻑ 5 年  ⽴⽊価格の⽀払い（再植林が必要
な場合あり）

伐採のための林業ライセ
ンス
（Forestry License to
Cut）

材積  特定の地域から⽊材を伐採・搬出する
権利（⼩規模衛⽣伐、薪・柵⽀柱利⽤な
ど⽬的に応じたタイプあり）

 ⼊札または直接付与

 最⻑ 5 年  実施計画（⼤規模ライセンス、ま
たはパルプ材協定に基づき発⾏
された場合）作成、⽴⽊価格の⽀
払い、再植林（皆伐が 1ha を超え
る場合）

⾮商業⽬的許可 
（Free Use Permit
（Non Commercial）） 

材積  ⾮商業⽬的（薪など）、または伝統的・
⽂化的活動のために、50m3 までの⽊材
の伐採の権利

 最⻑ 5 年（⽤
途により異な
る）

 許可証に記載された条件

クリスマスツリー許可
（Christmas Tree
Permit）

区域  クリスマスツリーの個⼈による育成及
び／または商⽤の伐採の権利

 最⻑ 10 年
 5 年ごとに更

新可能

 許可証に記載された条件及び⽴
⽊価格の⽀払い
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道路許可 
（Road Permit） 

区域  州有地上の道路建設や既存道路管理の
権利（⽊材の伐採、隣接する砂・砂利採
取場や採⽯場の管理・使⽤権も含まれ
る場合あり）

 郡の管理者ま
たは⽊材販売
の管理者が解
除するまでの
期間

 許可証に記載された条件及び⽴
⽊価格の⽀払い

先住⺠ウッドランドライ
センス
（First Nations
Woodland License）

区域  先住⺠と政府との間に条約関連措置、
暫定措置、経済的措置に関する合意が
ある場合にのみ、先住⺠またはその代
理⼈に付与される権利（直接付与）

 特定地域における⽊材伐採の権利（私
有地や保護区を含むことがあり）

 ⽊材及びその他の定められた⾮⽊材林
産物を伐採、管理、料⾦徴収する所有者
の権利

 25 年以上 99
年以下（10 年
ごとに更新可
能）

 持続的森林経営計画及び運営上
の計画作成、インベントリ作成、
再植林、⽴⽊価格の⽀払い

補⾜的森林ライセンス 
（Supplemental Forest 
License） 

材積  ⽊質繊維を⼀般市場または企業間で取
引する権利

 20 年  実施計画作成、道路建設、再植林、
⽴⽊価格の⽀払い

出典：Government of British Columbia (2012)23 

23 Government of Britsish Columbia (2012) 前掲
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(1) 伐採権の有効期間

伐採権は種類も有効期間も様々である（表 2.5）。⼤規模な伐採権の多くは、林業会社が⻑
期的な⽊材供給をできるように、更新が可能なものとなっている。伐採のための林業ライセ
ンスのような更新ができないライセンスもある。更新が可能な伐採権は⼀般に 20 年〜25 年
の期間の範囲で更新できる。また 5 年〜10 年ごとに、政府の現⾏政策を反映させるため、
ライセンスの更新⾏われることがある。

(2) 材積及び区域ベースの伐採権

BC 州の伐採権は、材積ベース⼜は区域ベース（両⽅の場合もある）で発⾏される（表 2.5
参照）。材積ベースの伐採権は、「⽊材供給区域（Timber Supply Area: TSA）」と称される特
定の地域内で⼀定量の⽊材を伐採する権利をライセンス保有者に与えるもので、複数のラ
イセンス保有者が同⼀の管理区画で業務を実施できるようになっている。BC 州には 38 の
TSA が存在する（図 2.4）。

図 2.4  BC 州の TSA 
出典：Timber Tenures Branch, MOF (2021)24 

これに対して、区域ベースの伐採権は、特定の区域内で⽊材を伐採する独占的な権利をラ
イセンス保有者に与える。図 2.5 は、州内のすべての区域ベースの伐採権地図である。

24 Timber Tenures Branch, MOF (2021) 前掲
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区域ベースの伐採権では、複数の種類のライセンス保有者が存在することが可能である。
BC 州森林省は、元の保有者が義務を果たしていない場合、または森林が災害等で壊滅的な
影響を受け、BC 州森林省がその影響を受けた⽊の処理を事業者に依頼する場合に、追加の
ライセンスを発⾏することがある。

図 2.5 BC 州における区域ベースの伐採権 
出典：Timber Tenures Branch, MOF (2021)25 

BC 州における伐採の主要なライセンスは、⽊材ライセンス、ツリーファームライセンス、
森林ライセンス、⽊材販売ライセンス、伐採のための林業ライセンスである（表 2.5 参照）。
⼀般に、これらの主要なライセンスでは多量の伐採が可能とされ、計画作成、再植林、道路
建設などに関するより多くの義務も課せられる。上述した 5 つの⼤⼿企業は、合計で約 2,600
万 m3 の伐採権を保有している26。BC 州では、利⽤可能な森林のほぼすべてに伐採権が発⾏
されているため、今後、⼤規模な伐採権が発⾏されることはない。伐採権の変更は譲渡、分
割、統合の形で⾏われ、BC 州森林省の承認が必要である。

⼩規模な林業の機会を増やすため、ウッドロットライセンス、コミュニティフォレスト協
定、先住⺠ウッドランドライセンス等の⼩規模の区域を対象にした伐採権が発⾏されてい

25 Timber Tenures Branch, MOF (2021) 前掲
26 Bennet, N (2021) Talk of tenure take-back unnerves forest industry. Prince George Citizen.
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る（表 2.5 参照）。ウッドロットライセンスは、⼩規模の伐採権の中で最も古い制度で、ラ
イセンス保有者に対象とする区域内の州有材を管理、伐採する独占的な権利を与える。BC
州では、20ha 以上の森林を所有するウッドロットライセンス保有者が 2 万⼈以上いると推
定される27。コミュニティフォレスト協定は、コミュニティの利益のためにコミュニティが
管理する公有林に対して発⾏されるものである。 
 

2) AAC 
AAC は、特定の⼟地から 1 年間に伐採できる⽊材の上限を⽰す。各管理区画には個別の

AAC が割り当てられる。区域ベースの伐採権の AAC の決定は、特定の管理区画を対象と
している。⼀⽅、材積ベース伐採権の場合、AAC は各 TSA に対して決定され、通常、複数
のライセンスが含まれる。TSA の AAC が決定されると、BC 州森林省は、その地域内で⽊
材を伐採する権利を共有する様々な形態の保有者にその量を分配する。 

 

3) 伐採権と AAC に関する BC 州政府のウェブサイト 

(1) ツリーファームライセンスとパルプ材協定 

発⾏されたツリーファームライセンスと計画、及び地図情報及びパルプ材協定のライセ
ンス情報が、下記のウェブサイトで確認できる。 

https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/forest-tenures/timber-
harvesting-rights 

 
地域、ライセンス保有者及び保有者に割り当てられた AAC の情報が、下記のウェブサイ

トで確認できる。 
https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/forest-tenures/forest-tenure-

administration/apportionment-commitment-reports-aac/historical-apportionment-
commitment-reports#2022-23 

 

(2) ⽊材供給区域（TSA）における伐採権 

各 TSA 内の伐採権の種類と伐採権に割り当てられた AAC の情報は、下記のウェブサイ
トで確認できる。 

https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/forest-tenures/forest-tenure-
administration/apportionment-commitment-reports-aac/historical-apportionment-
commitment-reports#2022-23 

 
 
 

                                                       
27 Federation of B.C. Woodlot Associations (2020) About woodlots. 
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(3) ウッドロットライセンス、コミュニティフォレスト協定、先住⺠ウッドランドラ
イセンス

ウッドロットライセンス、コミュニティフォレスト協定、先住⺠ウッドランドライセンス
のライセンス保有者、AAC 及び⾯積の情報が記載されたリストが、下記のウェブサイトか
ら得られる。

https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/forest-tenures/forest-tenure-
administration/apportionment-commitment-reports-aac 

伐採に関する規則 
1) ⽊材供給源

BC 州の伐採の約 90％は公有林で⾏われ、年間平均 184,000ha が伐採され、約 6,500 万
m3 の⽊材が⽣産される。さらに、BC 州には約 100 万 ha の私有林があり、そのうち年間約
9,000ha が伐採され、約 800 万 m3 の⽊材が⽣産される。私有林のほとんどは、バンクーバ
ー島南東部とクートニー地⽅に分布する28。

BC 州森林省は、伐採権への AAC の配分に関する報告書を発⾏している。2022 年 3 ⽉ 3
⽇現在、割り当てられた AAC が最も⼤きな伐採権の形態は、森林ライセンス（44%）、⽊材
販売ライセンス及び伐採のための林業ライセンス（19%）、ツリーファームライセンス（19%）、
森林ライセンス（12%）、先住⺠ウッドランドライセンス（4%）となっている29。

2) 州有地における伐採規則
森林経営活動には、BC 州遺産保全法（Heritage Conservation Act）、BC 州統合的病害⾍

管理法（Integrated Pest Management Act）、BC 州⽔法（Water Act）、BC 州⼭⽕事法、BC
州野⽣⽣物法（Wildlife Act）、BC 州先住⺠の権利に関する宣⾔法（Declaration on theRights
of Indegenous People Act）など多数の州法が適⽤される。伐採作業は、連邦危急種法や連
邦漁業法等の連邦法にも準拠しなければならない。

(1) 森林インベントリ

BC 州森林法は、区域に基づいて発⾏されたライセンス保有者に対し、⽊材、⼟壌、地形、
⽔資源、⿂類、野⽣⽣物、⽣態系、レクリエーション資源に関する正確なインベントリを作
成することを義務付けている。インベントリはチーフフォレスターに提出され、事業者は 10
年ごとに⾒直す必要がある。

28 MFLNRO (undated)(2020) B.C. Forest Sector ‒ Statistics Summary.
29 MFLNRO (2022) Appointment System. Provincial Summary Report.
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(2) BC 州 FRPA と関連規則

BC 州政府は資源価値を保護する⽬的で BC 州 FRPA を制定した。BC 州 FRPA は、⽣物
多様性、⽂化遺産、⿂類／⽔辺、飼料と関連植物群、レクリエーション、資源の特徴、⼟壌、
⽊材、⽔質、野⽣⽣物という 11 の保護すべき資源価値を定め、これらの資源価値を保護す
るため、森林や放牧地を利⽤するライセンス保有者の活動について規制する。BC 州 FRPA
は、すべての公有林と放牧地30、BC 州森林法（Forest Act）または BC 州放牧地法（Range
Act）に基づく協定を持つ企業と個⼈に適⽤される。同法は、ウッドロットライセンスとツ
リーファームライセンスが発⾏されている私有地にも適⽤される。

BC 州森林計画施業規則、BC 州林地計画施業規則、BC 州放牧地計画施業規則は、公有地
における森林及び放牧地ライセンス保有者の施業を管理する主要な規則である。BC 州森林
計画施業規則は、森林経営に関して⽊材権利保有者が作成する計画の内容や施業要件を規
定している。

BC 州 FRPA では、伐採権保有者は伐採後に再植林することを義務付け、20 年以内に達
成すべき最低樹⾼、密度、樹種などの条件が設定されている。これらの基準を満たした再植
林地は、放置しても成⻑する状態「Free growing」として宣⾔される。Free growing と宣⾔
されると、伐採権保有者の管理義務は完了し、森林の管理責任は BC 州政府に戻る。

森林経営計画（forest stewardship plans: FSP）
BC 州 FRPA により、主要な⽊材ライセンス保有者と BC 州⽊材販売局は、伐採の前に、

森林価値の保全⽅法と伐採予定地を地図上に⽰した森林経営計画を策定し、承認を受けな
ければならない。FSP の有効期間は 5 年である。

FSP が承認されると、BC 州 FRPA によりライセンス保有者は、伐採、道路建設、育林活
動が提案されている地域の現場計画を作成するよう求められる。現場計画では、伐採区画や
道路のおおよその位置が特定される。

ウッドロットライセンス計画
BC 州 FRPA により、ウッドロットライセンスの保有者にウッドロットライセンス計画を

作成しなければならない。ウッドロットライセンス計画には、伐採と道路建設が予定されて
いる地域が含まれる。⽊材伐採や道路建設が始まる前に、計画の承認を得なければならない。
計画の期間は 10 年である。

森林施業図
2019 年の BC 州森林放牧地施業改正法により、BC 州では森林施業図が伐採許可や道路

許可を得るための必須条件となった。BC 州政府は平均して 1 年間に 5,000 から 7,000 件の

30 放牧地とは、家畜や野⽣動物が⾷べる植⽣を⽀える⼟地で、⾃然の⽣態系として管理されている。
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伐採許可や道路許可の申請を扱っている。森林施業図には、計画された伐採区画や道路のお
およその位置が⽰されている。 

 
その他、公有地での伐採作業に関するガイダンス 
チーフフォレスターは、郡管理者に、⾃然資源地域における資源管理の課題を概説した

FRPA 公報（FRPA Bulletin）を作成するよう要請した。この⽂書は、従うべき最も良い森
林経営の慣⾏を明らかにし、特別な注意を必要とする資源価値の懸念を強調するものであ
る。 

 
さらに、FRPA 公報は、事業者に対して計画策定についてガイダンスを提供する。具体的

には、FRPA とその規則の適⽤、FSP やウッドロットライセンス計画の作成、特定の計画や
報告プロセスについてガイダンスを提供している。BC 州 FRPA 公報は、下記のウェブサイ
トから閲覧できる。 

https://www2.gov.bc.ca/gov/content/environment/natural-resource-stewardship/laws-
policies-standards-guidance/legislation-regulation/forest-range-practices-act/resource-
values 

 

3) 私有地における伐採規則 
私有地で⽊材伐採を⾏う場合には、⼟地所有者は、市や郡の条例及び関連する州法と連邦

法に従う必要がある。 
 
私有林がツリーファームライセンス、ウッドロットライセンス、コミュニティフォレスト

協定、先住⺠ウッドランドライセンスの下で公有林と⼀緒に管理されている場合、⽊材伐採
は AAC と BC 州 FRPA に従う必要がある。⼀⽅、森林所有者が BC 州私有管理林地協議会
の管理する私有管理林地計画に参加している場合、林業作業は BC 州私有管理林地法
（Private Managed Forest Land Act）に従わなければならない。同法は、主要な公共環境価
値の管理⽬標及び私有管理林地の申請⼿続き等を定め、コンプライアンスと執⾏に関する
規定を設けている。 

 

 環境、社会及びその他の関連要求事項 
BC 州の林業部⾨においては、先住⺠の森林部⾨への参加拡⼤、森林を取り巻く環境のリ

スクの増⼤、原⽣林の伐採等への国⺠の関⼼が⾼まっている社会背景がある。ここでは、関
連する事項について記載した。 

 

1) 先住⺠との協議 
19 世紀に制定された連邦インディアン法（Indian Act）は、先住⺠31の権利を規定する中

                                                       
31 カナダには、60 万⼈以上の先住⺠が存在し、先住⺠を代表する 364 のグループがある。 
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⼼的な法律である。州政府及び連邦政府は、その⾏動や決定が先住⺠の権利、⼟地、伝統的
な⼟地利⽤、利益に⼲渉する恐れがある場合、先住⺠と協議する法的義務がある。BC 州で
は先住⺠が所有権を主張する⼟地が広範囲に及ぶため、州有地や資源に関する政府の決定
のほとんどに協議義務が発⽣する。先住権が認められている先住⺠は、⼟地利⽤について独
占的決定権を有する32。

林業会社は先住⺠の権利を侵害する可能性のある⾏為が⾏われる前に、先住⺠と協議し
なければならない。これには、FSP も含まれる。また、FSPを政府に提出し承認を得る前に、
ライセンス保有者は同計画を公開することが義務付けられる。

2) 環境に関する規制
BC 州 FRPA の下、政府は FSP に⽣物多様性、⽂化遺産、飼料、⿂類、レクリエーショ

ン、資源特性、⼟壌、⽊材、⽔、野⽣⽣物といった森林の機能について⽬標を定めている。

BC 州環境管理法（Environmental Management Act:BC 州 EMA）は、BC 州の環境保護
と管理を規定するもう⼀つの重要な法律である。BC 州 EMA は、環境保護官やその他の政
府執⾏官が事業者のコンプライアンスを確認し、違反があった際の強制措置を取るための
権限を定める。さらに、BC 州 EMA は、廃棄物処理に関する実施規範や許可証について規
定している。規制される活動には、パルプや紙の⽣産、製材所の業務が含まれる。

(1) ⽼齢林の保護

⽼齢林は⼀般的に、沿岸部では樹齢 250 年以上、内陸部では樹齢 140 年以上と定義され
ている。BC 州の森林の 23%にあたる約 1,370 万 ha が⽼齢林に該当する。その内、約 1,000
万 ha の⽼齢林は何らかの形で保護されているが、残りの約 370 万 ha は伐採可能である。

何らかの形で保護された⽼齢林は、すでに発⾏された伐採権の対象とする森林とで⼀部
重複が⾒られる。州政府は、⽼齢林を保護するために、最も危機に瀕していると考えられる
260 万 ha の⽼齢林の伐採を延期している。ただし、伐採延期措置は永久的な保護を与える
ものではなく、⼀定期間伐採を延期するものである。伐採が延期された地域のリストは、下
記のウェブサイトから閲覧できる。

https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/managing-our-forest-
resources/old-growth-forests/deferral-areas

伐採延期の地域は、BC 州のオンラインビューアである iMapBC33を使って⾒ることもで
きる。iMapBC では、レイヤーを追加し、カスタマイズした地図を作成することができる。

32 2014 年、カナダ最⾼裁の判決（Tsilhqotʼin First Nation aboriginal title decision in 2014）によって、BC 州の 1700 平
⽅キロメートル以上の⼟地に対する先住⺠の所有権の宣⾔が認められた。
33 https://maps.gov.bc.ca/ess/hm/imap4m/
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利⽤可能なレイヤーは、FSP、進⾏中・保留⼜は伐採が完了した区画と伐採のライセンス、
提案された森林施業図、⼟地所有権、外来種、病害⾍、⼭⽕事、⽼齢林地域などが含まれる。

(2) 特別樹⽊の保護

BC 州政府は、特別樹⽊保護規則（Special Tree Protection Regulation）のもと、例外的に
⼤きな樹⽊ 1,500 本（特別樹⽊）を保護することを⽬指している34。ライセンス保有者は政
府から提供された情報を基に、特別樹⽊を報告する必要がある。林業作業の責任者は、作業
によって特別樹⽊が伐採されたり、損傷したりされないよう確認しなければならない35。

3) 年間リース料⾦及び使⽤料
BC 州森林法では、森林ライセンス、⽊材ライセンス、ツリーファームライセンス、コミ

ュニティフォレスト協定、先住⺠ウッドランドライセンス、ウッドロットライセンス、補⾜
的森林ライセンス（表 2.5 参照）に基づいて発⾏された伐採許可証（付属資料 3）、パルプ
材協定に基づいて発⾏された伐採するための林業許可証の保有者に対して、政府への年間
リース料⾦の⽀払いを義務付けている。BC 州森林利⽤規則（Provincial Forest Use
Regulation）に基づき発⾏された特別利⽤許可証の保有者は、BC 州財務管理法（Financial
Administratin Act）に基づき⼿数料を課される。

4) ⽴⽊価格、輸出⼿数料、税⾦
⽴⽊価格は、企業や個⼈が BC 州の州有地から⽊材伐採を⾏う際に⽀払う料⾦である。州

有地から⽊材を伐採、購⼊、販売する企業は、⽊材量を確実に報告する必要がある。⽴⽊価
格は、報告された⽊材量、樹種、等級に応じて請求される。

輸出⼿数料は、⽊材または残材が、BC 州製造⽊材及び⽊材製品規則（Manufactured Forest
Product Regulation）による⼯場残材の輸出規制が適⽤除外される条件下で輸出される場合
にかかる。⼀⽅、運材税は、BC 州の私有地または州有地での伐採事業から収⼊を得るすべ
ての事業体に適⽤される。これは、⽊材、⽴⽊及び⽊材製品の伐採権の販売、丸太の配送、
丸太の取得、⽴⽊からの⽟切り、丸太の輸出⼊、⽊材製品（Forest Product）及び丸太の輸
送から得られる収⼊に適⽤される。

２-２-３ 伐採の合法性が確認できる書類（証明システム）の事例及びその発⾏
条件 

コンプライアンスと法執⾏
1) BC 州森林省

34 Government of British Columbia (2020) News Release, September 11.
35 Government of British Columbia (undasted) Special Tree Protection Regulation ‒ Q&A.
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BC 州森林省には、BC 州コンプライアンス・執⾏局（Compliance and Enforcement Branch:
BC 州 CEB）がある。BC 州森林法、BC 州 FRPA、BC 州⼭⽕事、BC 州⼟地法（Land Act）、
BC 州⽔法、BC 州遺産保全法などの規制要件の遵守状況を判断するための検査を実施する。 

2) BC 州 CEB
伐採権については、BC 州 CEB の天然資源担当官（Nautral Resources Officers）と⾃然保

護官（Conservation officers）によってコンプライアンスに係る検査と調査が⾏われている。
天然資源担当官は、主に伐採権のある地域のコンプライアンスと執⾏を担当し、⾃然保護官
は主に伐採権のない公有林のコンプライアンスと執⾏を担当する。先住⺠の問題に関わる
調査は、BC 州 CEB の先住⺠関係／修復公正担当官（Indigenous Relations / Restorative
Justice Officer）が⾏う。

コンプライアンス違反に対しては、正式な警告、違反切符、作業停⽌命令、差し押さえ、
罰⾦を含む⾏政罰、法廷での起訴が適⽤される。差し押さえられた⽊材は、裁判所や法で定
められた職員による決定後に BC 州 CEB が売却できる。

BC 州 CEB は、2021 年 4 ⽉からの⼀年間に、3,520 件の伐採地の検査パトロールの実施
及び 566 件の違反切符、作業停⽌命令、差し押さえなどの強制的な執⾏を報告した36。同期
間中、天然資源担当官は 678 件の検査と現場訪問を実施した。

BC 州 CEB はまた、⼀般市⺠や他の政府機関が違反の疑いを報告するために利⽤できる
「⾃然資源違反報告（National Resource Violation Reporting）」システムも管理している。
2021 年には、森林経営における違反の疑いが 556 件、⾃然資源違反報告を通じて報告され
たと記録されている。

3) BC 州森林施業委員会（Forest Practices Board:BC 州 FPB）
BC 州 FPB は約 11 名の専⾨スタッフで構成され、監査チームと調査チームの 2 つのユニ

ットをから構成される。森林施業を監督する独⽴した監視機関である BC 州 FPB の役割は
以下の通りである。
 森林施業の要求事項の遵守と実施について、委員会が無作為に選んだ林業会社を監

査する。
 政府による森林施業要件の施⾏を監査する。
 森林計画や施業、政府の取締りに関する市⺠からの懸念や苦情に対応する。
 林業の重要課題に関する特別調査を実施する。

また、企業や免許取得者、政府機関に対する監査機能を有している。これには、BC 州⽊

36 https://www2.gov.bc.ca/gov/content/environment/natural-resource-stewardship/natural-resource-law-
enforcement/natural-resource-officers/compliance-reports
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材販売局と BC 州 CEB に対する監査が含まれる。特別調査に基づいて勧告を⾏うことがで
きるが、強制⼒はない。

4) 森林不服申し⽴て審査会（Forest Appeals Comission:）
森林不服申し⽴て審査会は、⽊材関連事業が森林や環境に関連する政府当局の決定に対

する不服申し⽴てを⾏う独⽴法廷である。

5) BC 州財務省
森林収⼊監査プログラム（Forest Revenue Audit Programme）は、BC 州森林法に基づき

2006 年 3 ⽉ 30 ⽇に設⽴された。このプログラムにより、BC 州財務省（Ministry of Finance）
は検査や監査を実施し、過少申告や未報告の⽴⽊価格を評価することができるようになっ
た。2021 年 11 ⽉ 25 ⽇に BC 州森林法が改正され、BC 州財務省に輸出⼿数料を監査する
権限が付与された。伐採契約を結んでいる企業や個⼈、または BC 州の州有地から⽊材を売
買している企業は、監査を受ける可能性がある。監査とは、⽊材量が正しく報告されている
か、伐採税や輸出⼿数料が正しく⽀払われているかを確認する調査である。

監査のプロセスには、聞き取り、企業の内部⼿順や実務の調査、州有材の伐採、購⼊、販
売に関連する帳簿や記録の確認が含まれる。⽴⽊価格の過少申告や未報告が発覚した場合、
利息や罰則が適⽤されることがある37。

⽊材の流通段階における法令等 
２-３-１ 法令等の概要及び運⽤状況

⽊材及び⽊材製品の輸送及び加⼯に関する法令 
1) ⽊材及び⽊材製品の輸送・加⼯に関する法令の概要

表 2.6 に⽊材及び⽊材製品の輸送・加⼯に関する法令を⽰す。

表 2.6 ⽊材及び⽊材製品の輸送・加⼯に関する法令 

法令 概要 

BC 州森林法 
（第 6 編）  ⽊材の検収に関する要件について規定

BC 州検収規則 
（Scaling 
Regulaiton） 

 ⽊材の検収に関する⼿続き、違反に対する罰則などを規定

37 Governmenr of British Columbia (undated) Audits for stumpage and export fees.
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法令 概要 

BC 州⽊材検収マニュ
アル 
（Timber Scaling 
Manual） 

 ⽊材のマーキング（Timber marking）と表⽰（Branding）の⼿順・
様式及び樹種、等級付け、不良品、材積計算、検収ツール、⽂書
化と報告などに関するガイダンスを提供 

 

2) ⽊材・⽊材製品の輸送 

(1) 丸太の検収 

BC 州では、公有地及び私有地から伐採される⽊材はすべて検収が必要とされ、BC 州森
林法第 6 編と BC 州検収規則によって定められている。これらの法令は、連邦政府の管轄下
にある⼟地で伐採された⽊材には適⽤されない。検収から得られるデータは、BC 州森林省
が⽴⽊価格の決定や伐採量の計算に使⽤する。 

 
伐採権の保有者は検収に対して責任を負う。伐採権の保有者は、⽊材ができるだけ早く、

検収⽤に指定された場所で、不備なくかつ正確に検収され、検収申告書（Scale return）が
確実に提出されるよう責任を負う。検収は、BC 州森林省からライセンスを受けた検収者に
よって⾏われる38。 

 
BC 州森林法と BC 州検収規則によれば、ライセンスを受けた検収者が年間 500m3 以上の

⽊材を検収する場合、検収データを伐採課⾦システム（Harvest Billing System）に提出する
必要がある。伐採課⾦システムは、BC 州森林省の検収データ管理及び請求書発⾏システム
である。年間 500m3 未満の伐採許可を受けた者は、指定する⽤紙に伐採情報を⼿書きで記
録することができる。 

 
BC 州⽊材検収マニュアル39は、⽊材の検収⽅法を説明する。検収⽅法には、丸太や⽊材

の検収、材積・等級の決定、トラックに積載された⽊材の重量検収⽅法が含まれる。 
 
BC 州森林法では、検収に携わる者は、検収結果を検収申告書の様式で提出する責任を負

っている。２種類の書類（①検収申告書及び検収申告書の作成に使⽤する書類（検収記録（ま
たは詳細な丸太リスト）、重量伝票、課⾦の根拠となるその他の⽂書）、②検収データ管理及
び検収管理を⽰す書類）がある。 

 
上記に記した検収に係る申告、作成に使⽤する書類及び管理書類には、以下のようなもの

がある。 

                                                       
38 MFLNRO (2018) Scaling Requirements in British Columbia. 
39 https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/competitive-forest-industry/timber-pricing/timber-
scaling/timber-scaling-manual 
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付属資料 4 は、①の書類に含まれる、出来⾼詳細丸太リスト（Piece scale detailed log listing）
の様式を⽰す。出来⾼詳細丸太リスト及び海洋漂流物詳細丸太リスト（Beachcomb piece
scale detailed log listing）は、同じ様式を⽤いる。付属資料 5 には、特別⽊材及び⽊材製品
申告及び輸送書（Special Forest Products Scale Return and Transportation Document）に⽤
いる様式を⽰す。特別⽊材及び⽊材製品とは、薪、鉱⼭⽤材、杭、柱などである。

検収サイトでは、3 つの⽂書：重量伝票（Weigh slip）（付属資料 6）、重量検収安全シー
ト（Weight Scale Safety Sheet）（付属資料 7）、重量検収⽇次監査記録（Weight Scale Daily
Audit Log）（付属資料 8）を記⼊する必要がある。すべての様式は、BC 州のウェブサイト
40から⼊⼿できる。

現場台帳（Site Ledger）は、検収場に搬送された及び検収場から輸送されたすべての丸太
または積荷を記録する⽂書である。台帳には積荷番号、⽊材マーク（Timber mark）、検収
情報が記載され、検収場の運営者の署名がなされなければならない。現場台帳である検収場
⼊荷台帳（Scale Site Arrival Ledger）及び検収場出荷台帳（Scale Site Departure Ledger）の
様式をそれぞれ付属資料 9 及び 10 に⽰す。

検収後、検収者は検収されたことを⽰すため、各丸太に検収者タグ（Scalerʼs Raft Tag）
（付属資料 11）を付けなければならない。

(2) ⽊材の輸送

⽊材マーキング及び輸送規則（Timber Marking and Transportation Regulation）は、検収
されていない全ての丸太を、指定された検収場所まで輸送することを義務付け、輸送する全
ての丸太に⽊材検収済み表⽰（Scaled Timber Brand）を記載しなければならないとしてい
る。BC 州森林省により⽊材検収済み表⽰証明書（Certificate of Scaled Timber Brand）が発
⾏される（付属資料 12）。

検 収 さ れた⽊ 材 ま たは検 収 さ れてい な い ⽊材の 輸 送 には、 積 荷 明細伝 票 （ Load
Description Slip）（付属資料 13）の使⽤が義務付けられている。この伝票は伐採現場から検
収場所までの輸送中及び検収後の輸送中に添付しなければならない。積荷明細伝票は輸送
⽊材の原産地（または検収場所）及びその⽬的地について説明する。

(3) ⽊材のマーキング（Timbrer marking）

BC 州森林法の規定により、⽊材に⽊材マークを付けない限り、州有地・私有地のいずれ
からも⽊材を搬出することができない。これは、⽴⽊価格の⽀払いが必要かどうかに関係な

40 https://www.for.gov.bc.ca/pscripts/ISB/FORMS/forms.asp
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く、適⽤される。 
 
全ての⽊材は、伐採現場において、伐採後、速やかに⽬⽴つようなマークを付けなければ

ならない。⽊材マークは、BC 州森林省が⽊材所有者または伐採許可証の保有者に対して発
⾏するものである。⽊材マークは、⽂字や数字、記号で構成され、丸太の端にスタンプされ
たり、書かれたりする。登録されたマークは、対象とする⼟地に対し、1 つだけ発⾏される。
各年、州の⽊材伐採には、約 40,000 の有効な⽊材マークが伐採時に記されている。 

 
⽊材マークにより、⽊材伐採に際しての伐採権を識別することができる。この情報は、原

産地の特定、⽊材マーク保有者（Mark holder）の特定、製材しない⽊材を州から輸出する
可否の特定、⼿数料の⽀払いの可否の特定を⾏う際に利⽤される。⽊材マークは所有権を証
明するものとみなされる。 

 
⽊材マーク、⽊材検収済み表⽰、海洋丸太表⽰（Marine Log Brands）に関する権限とそ

の使⽤責任は、BC 州森林法第 5 編に定められている。⽊材マーキング及び輸送に関する規
則は、⽊材にどのようにマーク（Mark）や表⽰（Brand）を付けるかを規定している。 

 
海洋丸太表⽰は、海上輸送される⽊材のためのものである。表⽰の主な⽬的は、所有者が

沿岸海域で失われた⽊材を識別し、回収できるようにすることである。海洋丸太表⽰は、⽊
材が検収されたこと、そして誰がその⽊材を所有しているかを⽰す。この表⽰には検収場所
の情報はなく、その使⽤は任意である。 

 

２-３-２ ⽊材の流通・合法性の確保に関する法令 
 ⽊材及び⽊材製品の輸送・加⼯の合法性を確認するための監督・

管理措置のシステム 
BC 州森林省の郡・地⽅及び本部のスタッフは、検収要件を評価することに対して共同責

任を負う。コンプライアンスの確認には、現地調査、検収結果やレポートの確認などが含ま
れる。積荷明細伝票により、森林経営官は輸送中の⽊材の動きを監視することができる。 

 
⽊材が製材所に搬⼊されると、BC 州森林省の管轄ではなくなる。製材所の設⽴と操業に

は BC 州森林省の許可は必要ない。製材所の活動に関して管轄権を有する政府機関は BC 州
労働安全委員会（WorkSafe BC）となる。 
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２-３-３ ⽊材及び⽊材製品を輸⼊・輸出する際の法令・証明システムの概要及
び事例 
 ⽊材及び⽊材製品の貿易に関する法令 

1) ⽊材及び⽊材製品の貿易に関する法令の概要 
表 2.7 にて、⽊材及び⽊材製品の取引に関する法令を⽰す。 
これらの法令のうち、カナダ連邦関税法と連邦野⽣動植物保護及び国際・州間取引規制に

関 す る 法 （ Wild Animal and Plant Ptotection and Regulation of International and 
Interprovincial Trade Act：連邦 WAPPRITTA）は、他国の法律を遵守することなく⼊⼿、
流通、輸送された⽊材及び⽊材製品をカナダに輸⼊することを違法としているが、合法性確
認に関するデュー・デリジェンスは規定されていない。 

 
表 2.7 ⽊材及び⽊材製品の取引に関する法令 
法令 概要  

連邦野⽣動植物保護及び国際・州間取引規制に
関する法（WAPPRITTA) 

 ⽊材及び⽊材製品の輸⼊と州境を越
えた取引を規定 

連邦関税法 
（Custom Act） 

 カナダへの商品の輸⼊を規制し、カナ
ダから輸出される商品の報告義務を
規定 

D-02-12: ⽶国本⼟以外のすべての地域を原産
地とする⾮加⼯⽊材及びその他の⽊材製品、⽵
及び⽵製品に関する植物検疫上の輸⼊要件 

 植物検疫の輸⼊要件を規定（⽶国はこ
の要件から除外） 

BC 州森林法 
（Forest Act） 

 州内で伐採された州有・私有⽊材及び
その残材の BC 州内で使⽤、または州
内での⽊材製品の製造について規定 

輸出者向け通知 102 
（Notice to Exporters 102） 

 BC 州内で加⼯される丸太の要件の免
除を規定 

 

2) 輸⼊に関する法令 
カナダからの⽊材及び⽊材製品の輸⼊を規制する主な法律は、カナダ連邦関税法と連邦

WAPPRITTA 及び植物防疫法である。 
連邦 WAPPRITTA は、他国の法律を遵守することなく⼊⼿、流通、輸送された⽊材及び

⽊材製品をカナダに輸⼊することを違法としている。連邦 WAPPRIITA は同様に、州法や
規則に違反して⼊⼿、流通、輸送された⽊材及び⽊材製品の、カナダ国内の州を越えての取
引を違法としているが、合法性確認に関するデュー・デリジェンスは規定されていない。ま
た、連邦 WAPPRITTA は、カナダが CITES を国内で執⾏・管理するための法律でもある。 
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3) 輸出に関する法令 
カナダからの⽊材及び⽊材製品の輸出を規制する主な法律は、カナダ連邦関税法と連邦

WAPPRIITA である。すべての輸出事業者は、カナダ歳⼊庁（Canada Revenue Agency）か
ら輸出⼊に指定されたビジネス番号アカウントを取得しなければならない41。輸出事業者は、
すべての輸出記録を電⼦媒体または紙媒体で 6 年間保管しなければならない。 

 
丸太は制限付き製品扱いとなる。丸太を輸出するためには、輸出事業者は輸出申告書

（Export Declaration）と連邦輸出丸太許可証（Federal Export Permit for Logs）（付属資料
14）に記⼊し、印刷したものを連邦輸出丸太許可証に指定された場所でカナダ国境サービス
庁（Canada Border Service Agency）に提⽰する必要がある。連邦輸出丸太許可証は、州有
地から丸太を輸出する場合及び 1906 年 3 ⽉ 12 ⽇以前に付与された私有地から伐採した⽊
材を輸出する場合に必要となる。 

 
カナダ産の⽊材及び⽊材製品を輸出する際には、表 2.8 に記載された植物検疫の法令及び

ガイダンスが適⽤される。植物検疫証明書の例を付属資料 15 に⽰す。 
 

表 2.8 ⽊材及び⽊材製品輸出のための植物検疫に関する法令及びガイダンス 
法令及びガイダンス 概要 
技術的熱処理ガイドライン
と運転条件マニュアル 

 熱処理室の運転条件と熱処理プログラムに加わるため
の技術的な要件 

EU 向けシダー⽊材及び⽊
材製品輸出のための樹⽪除
去・地⾍⽳対策プログラム 

 EU がカナダ産シダーの輸⼊に要求する認証プログラム 

カナダ熱処理⽊材製品認証
プログラム（CHTWPCP) 

 害⾍や病原体の移動を防ぐために、⼊国時に熱処理を必
要とする国へ⽊材製品を輸出する企業に対する公的な
認証 

カナダ⽊材梱包材認証プロ
グラム（CWPCP) 

 国 際 植 物 防 疫 条 約 （ International Plant Protection 
Convention）のガイドラインに沿って⽊材梱包製品を
製造するカナダ国内の施設の認証 

輸出及び再輸出のための植
物検疫証明書の発⾏に関す
る⽅針 

 輸出及び再輸出のための植物検疫証明書の作成と発⾏
に関するカナダ⾷品検査庁（Canadian Food Inspection 
Agency）の⽅針 

中国向け無処理カナダ産針
葉樹丸太の輸出における植
物検疫証明要件 

 製材や丸太を含む松材（マツ属の樹種）に対する追加要
件（2021 年 10 ⽉に中国が発表したマツノザイセンチュ
ウ（Bursaphelenchus xylophilus）に関する緊急措置を
受けて設定された）、 

カナダ産燃料⽤⽊材及びト
ウヒ丸太に関する⽶国の要
求事項 

 ⽶国がカナダ産燃料⽤⽊材に対して課す植物検疫の要
求事項 

                                                       
41 https://www.canada.ca/en/revenue-agency/services/tax/businesses/topics/registering-your-business/register.html 
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BC 州森林法では、州内で伐採された州有・私有⽊材と⼯場残材を BC 州内で使⽤するか、

州内で⽊材製品に製造することを義務付けている。⽊材製品は、BC 州製造⽊材及び⽊材製
品規則で規定されている42。BC 州森林法は、BC 州の製造⼯場で必要とされていない丸太や
⼯場残材の輸出を許可するために、この規則の適⽤除外を認めている。⼯場残材とは、チッ
プ、端材、削りくず、おがくずなどを指す。 

 

(1) ⼯場残材の輸出プロセス 

⼯場残材の輸出に関する適⽤除外を受けるには、適⽤除外の必要性を説明する申請書を
提出する必要がある43。適⽤除外は、⼯場残材が BC 州内の⽊材加⼯施設の需要に対して余
剰であると考えられる場合にのみ許可される。 

 

(2) 丸太輸出のためのプロセス 

BC 州からの丸太の輸出は通達で規制されており、海外での販売を⽬的とした丸太はすべ
て余剰テストを受けなければならないと規定されている。 

 
丸太の輸出は、カナダ国内の他州への輸送は 2 段階、国外への輸出は 3 段階のプロセス

で⾏われる。第⼀段階は、BC 州で伐採された⽊材を使⽤または加⼯するという要件の免除
を得ることである。BC 州から丸太を輸出したい企業は、丸太免除情報システム（Log 
Exemption Information System:LEXIS）を使って免除を申請することができる。申請書に記
載しなければならない情報は、⽊材マーク、本数、樹種、等級、材積などである。このシス
テムは、⽊材マークが申請地域で有効かどうかを確認する。⽊材所有者または代理⼈が丸太
の免除を申請すると、丸太に関する情報が週間の広告リストにオンラインで掲載される44。
当該の丸太は 2 週の間広告（「余剰テスト」）に掲載され、国内事業者の必要性に余剰がある
かどうかが決定される。国内の製材事業者は、広告された丸太の購⼊を申し出ることができ
る。申し出がない場合、広告された丸太は⾃動的に余剰とみなされる。特定の地域において
は、⼀部またはすべての丸太は余剰テストを受ける必要がない。現在、このような免除地域
は①ナス、②北⻄海岸、③カシア、④北⻄内地、⑤ハイダグワイ、⑥ソロの 6 か所である。
各免除地域の詳細は、BC 州のウェブサイト45で閲覧できる。 

 
第⼆のステップは、BC 州政府の許可証の申請である。免除が承認された後、申請者は丸

                                                       
42 https://www.bclaws.gov.bc.ca/civix/document/id/complete/statreg/240_2003 
43 https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/farming-natural-resources-and-industry/forestry/log-
exports/fs418r_20220216.pdf 
44 https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/competitive-forest-industry/log-exports/bi-weekly-
advertising-lists 
45 https://www2.gov.bc.ca/gov/content/industry/forestry/competitive-forest-industry/log-exports/step-1-
exemption/blanket-exemptions 
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太を輸出するための BC 州丸太輸出許可証（Provincial Timber Permit to Transport 
Unmanfactured Timber from B.C.）を申請することができ、加⼯の代わりに料⾦の⽀払を要
求される。BC 州政府の許可申請は、LEXIS を通してオンラインで⾏うが、内陸部の特別な
状況下では、紙の申請書を使⽤することもある46。BC 州森林省によって承認されると、LEXIS
は申請者に許可証の PDF コピーを提供する。BC 州丸太輸出許可証の様式を付属資料 16 に
⽰す。 

 
第三のステップは、連邦輸出丸太許可証（Federal Export Permit）を申請することである。 
 

(3) 輸出に必要な書類 

⽊材と⽊材製品の輸出に必要な書類を表 2.9 に⽰す。 
 

表 2.9 ⽊材及び⽊材製品を輸出する際に法的に必要な書類  

⽂書名 概要 発⾏機関  

輸出申告書 
（Export Declaration） 

 輸出品について記載し
た申告書 

 輸出事業者（通関業者
など第三者に委任が可
能） 

原産地証明書 
（Certificat of Origin） 

 カナダ原産であること
を⽰す署名⼊りの申告
書 

 ⾮優遇証明書は、カナ
ダ商⼯会議所から⼊⼿
可能 

植物検疫証明書 
（Phytosanitary 
Certificate） 

 製品が植物検疫の処置
を受けていることを⽰
す 

 カナダ⾷品検査庁 
 （Canadian Food 

Inspection Agency） 
梱包リスト 
（Packing list）（付属資料
18） 

 委託貨物の内容を記す  輸出事業者 

CITES 許可証 
（CITES Permits） 

 CITES 規制対象樹種に
必要 

 カナダ環境・気候変動
省 

 （Environment and 
Climate Change 
Canada） 

船荷証券 
（Bill of lading）（付属資料
19）。 

 輸送貨物の種類、数量、
⽬的地などを詳細に記
載した⽂書 

 運送業者または代理店 

商業送り状 
（Commercial invoice）
（付属資料 17） 

 商品の詳細と請求⾦額
を記載  輸出事業者 

                                                       
46 https://www.for.gov.bc.ca/isb/forms/lib/FS38.PDF 
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丸太の輸出 

BC 州輸出許可証 
（Provincial export 
permit） 

 BC 州からの丸太の輸
出に必要 

 BC 州森林省 
 

連邦輸出許可証 
（Federal export permit） 

 カナダからの丸太の輸
出に必要 

 カナダ・グローバル連
携省 

 （Global Affairs 
Canada） 

 

 その他関連情報 
２-４-１ 森林認証の状況 

カナダでは持続可能な森林経営に関する 3 つの認証制度が使われている。カナダ規格協
会（Canadian Standards Association （CAN/CSA Z809）：CSA）、持続可能な林業イニシア
チブ・プログラム（Sustainably Forestry Initiative Program：SFI）、森林管理協議会（Forest 
Stewardship Council: FSC）による認証制度である。CSA と SFI は、森林認証制度相互承認
プログラム（Programme for the Endorsement of Forest Certifcaiton Schemes: PEFC）によ
って相互承認されている。CSA プログラムは、PEFC の国際的な CoC 規格を採⽤している。
FSC には、カナダ・ボレアル、ブリティッシュ・コロンビア、マリタイムズの 3 つの地域シ
ステムがあり、いずれも FSC インターナショナルから認定されている。 

 
連邦政府は森林認証制度に強い⽀持を表明している。CSA、SFI、FSC を、持続可能な森

林経営に関する国内及び国際協定に合致し、利益のバランスが取れており、客観的かつ科学
的で、実施可能かつ実⽤的であるという基準を満たしているとカナダ森林⼤⾂会議
（Canadian Council of Forest Ministers）は認めている47。 

 
カナダ⽊材及び⽊材製品協会（Forest Products Association of Canada）は、3 つの認証制

度で認証された地域を⽰した地図を作成した（図 2.6）。SFI が BC 州の認証林のほとんどを
占めている。 

                                                       
47 Canadian Council of Forest Ministers (undated) Environmental Leadership. 
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図 2.6 BC 州の森林認証地図 
 
2021 年末時点で認証を受けている BC 州の森林⾯積は約 4,060 万 ha である。このうち、

約 106 万 ha は複数の認証制度で認証されている48。認証された総⾯積は、BC 州の総森林⾯
積の約 68％、⽣産林州有地の 82％を占めている。 

 

２-４-２ 違法伐採に関する関連情報 
 コンプライアンスレベル 

BC 州林業部⾨のコンプライアンスレベルに関する包括的な最新の統計はないが、BC 州
CEB、BC 州 FPB や研究機関がコンプライアンスについて調査結果を公表している。 

 
BC 州 FRPA、BC 州遺産保護法、BC 州⽔法、BC 州⼟地法、BC 州⼭⽕事法に関する森

林分野のコンプライアンス状況について BC 州 CEB が調査した結果、数年にわたって約

                                                       
48 Forest Products Association of Canada (2021) Forest Management Certification in Canada, 2020 Year End Status 
Report Canada. 
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60％、2021 年度は 62％という結果であった。また、BC 州 CEB は、過去 12 年間、⽊材伐
採に関して⼀般市⺠から約 1,800 件の苦情を受けた。調査の結果、1,000 件以上に対して罰
則が課され、BC 州森林省への聞き取りでは、違反切符の総額は 17 万 5 千ドル、罰⾦の総
額は 200 万ドル以上となっていた。 

 
BC 州 FPB による認可取得者や企業に対する監査では、コンプライアンスの改善が必要

であることが⽰された。しかし、監査は BC 州 FRPA と BC 州⼭⽕事法のコンプライアン
スに限定されているため、BC 州森林法で規制されている伐採権については、監査の対象外
である。BC 州 FPB は、監査を受けた認可取得者が、勧告を通常受け⼊れていることから、
BC 州の⽊材業界では全体的にコンプライアンスレベルが⾼く、認可取得者が法令を遵守す
ることを望んでいると結論付けている。 

 
最近のいくつかの調査では、BC 州の林業におけるコンプライアンスは⾼いと結論づけて

いる。世界的な森林部⾨のコンサルティング会社であるInduforによる2016年の調査では、
BC 州には野⽣⽣物の⽣息地、⽔質、公共と先住⺠の関与に関する要件を含む、持続可能な
森林経営の要素に関連する⾮常に厳しい法律と施⾏があると結論づけている。NEPCon 
(2017) 49は、適⽤法令の違反は⼀時的かつ稀で影響が限定的であること、そして関連当局に
よって効果的に管理されていることから、カナダは違法伐採⽊材のリスクは低いと結論付
けた。2020 年に発表されたブリティッシュ・コロンビア⼤学の研究では、BC 州の環境、社
会、経済のニーズを満たすための法律及び森林経営体制は、持続可能な森林経営の点におい
て他の管轄区と⽐べ、上位にランクされていると結論づけている50。 

 

 無許可の伐採 
BC 州 CEB 職員及びブリティッシュ・コロンビア⼤学研究者にインタビューを実施した。

２-４-２-２の内容は、すべてインタビューで得られた情報である。 
 
BC 州 CEB 職員及びブリティッシュ・コロンビア⼤学研究者によると、BC 州における無

許可の伐採リスクは低いものの⼀部で確認されている。無許可の伐採には 2 つのタイプが
ある。第⼀には、伐採権保有者が意図的あるいは⾮意図的に許可された伐採区画の外で伐採
を⾏った場合である。第⼆のタイプとして、個⼈またはグループが⽊材マークを付けずに伐
採し、密輸する場合である。⽊材の密輸は、個体群密度が⾼く、商業的に価値のある⾮常に
⼤きな⽊が存在する沿岸部でより顕著に起こる。最も多く密輸される樹種は、⽼齢⽊のダグ
ラスファー、シダー、ビッグリーフメープルである。内陸部で最も多く違法に伐採されてい
るのは、ダグラスファー、BC 州内の内陸湿地帯のシダー、トウヒ、マツ類、カラマツ類で
ある。 

 

                                                       
49 NEPCon (2017) The methodology used for and the full findings of the assessment are discussed in the assessment report. 
50 Gilani, Haris R., and John L. Innes (2020)."The State of British Columbia's Forests:A Global Comparison". 
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BC 州 FRPA では、州の州有地で違法伐採が⾏われた場合、罰則として最⾼ 100 万ドルの
罰⾦と 3 年の禁固刑、またはその両⽅を科す。BC 州森林省の報告によると、2021 年まで
の 10 年間で、無許可で州有材を持ち出したり、伐採したりした者に対して 728 件の罰則を
科した。罰⾦の総額は 50 万ドル以上であり、平均して約 700 ドルの罰⾦ということになる。
密輸を抑⽌するには罰則が低すぎるという指摘がある。また、BC 州森林省は、報告された
⽊材密輸のすべてのケースに対応できるほど⼗分な天然資源担当官を抱えているわけでは
ない。

密輸材には⽊材マークが付かないため、それを受け⼊れると製材所が⼤きな罰則を受け
る。このため、輸出向けの⽊材製品に密輸材が混⼊する可能性は低いと考えている。

２-４-３ その他
BC 州の課題 

BC 州の⽊材産業が直⾯する問題は、伐採作業からもたらされる年間⽊材供給量の減少が
続いていることである。2004 年から 2020 年の間に州内では約 100 の製材所が閉鎖され、
⽣産能⼒の余剰により、今後も閉鎖が予想される51。近年の⽊材供給量の減少の理由のひと
つは、過去における過剰な伐採である。特に内陸部では、アクセス可能な原⽣林の多くがす
でに伐採され、その代わりに植林された新しい森林は⽐較的若く、何年も伐採できる状態に
ならないため、⽊材の供給量が減少している。その他、アメリカマツノキクイムシ（Mountain
pine beetle）や⼭⽕事による被害、森林保護に対する国⺠の関⼼の⾼まりなども、⽊材の伐
採量減少の原因となっている。また、政府が進めている先住⺠族との和解政策も、⽊材供給
に影響を与えている可能性がある。

1) 森林被害
BC 州の森林⽣態系に⽣息するアメリカマツノキクイムシは、北⽶⻄部の温暖化により⽣

息域が拡⼤したようである。1990 年代から 2000 年代にかけて BC 州で起きたアメリカマ
ツノキクイムシの⼤発⽣は、夏と冬に好天が続いたことが理由と考えられている。1,800 万
ha 以上の森林が何らかの影響を受け、2012 年までに商品価値のあるマツ材の約 53%が失
われた。政府は AAC を増やして⽊の搬出を許可することで対応した52。その結果、数年間
は⽊質繊維の供給が急増し、その後、継続的に供給が減少していった。結果として、内陸部
の多くの製材所が閉鎖されて加⼯の集中化がおこり、製材所までの丸太の輸送距離が⻑く
なっている。

気候温暖化とも関連する⼭⽕事による森林の年間被害⾯積の増加も、BC 州の将来の⽊材
供給に対する脅威となっている。2017 年、2018 年、2021 年の BC 州の⼭⽕事は、観測史

51 Parfitt, B. (2020). British Columbia's Largest Raw Log Exports Make Pitch to Deregulate.
52 Government of Canada (2021) Mountain Pine Beetle - Fact Sheet.
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上最悪のものであった。2021 年 4 ⽉ 1 ⽇から 2022 年 3 ⽉ 28 ⽇までに、1,642 件の⼭⽕事
により BC 州で 869,279ha の森林が⽕災にあった53。 

 

2) 森林保護への社会的関⼼の⾼まり 
⽊質繊維の供給が減少しているもう⼀つの理由は、森林保護、特に⽼齢林の保護に対する

国⺠の関⼼が⾼まっていることである。BC 州の⾃然公園や保護区の総⾯積は国⼟の 12％
に達し、今後さらに多くの森林が保護下に置かれることになりそうである。 

 
2019 年、政府は州全体を対象とした⽼齢林戦略的レビュー（Old Growth Strategic Review）

を打ち出した。この戦略的レビューによると、BC 州における⽼齢林の管理⽅法は結果とし
て、⽣物多様性の危機、不確実性や利害衝突による経済的利益に対する危機、森林経営シス
テムへの広範な信頼⽋如をもたらしたと報告されている。この戦略的レビューにおいては、
先住⺠との関わりを深め、⽣態系の健全性と⽣物多様性の保全に基づく⽼齢林管理の新た
なアプローチを⽀持する 14 の提⾔がなされた。政府はこれらの提⾔の実施に取り組むこと
を表明した。 

 
戦略的レビューの提⾔の 1 つは、不可逆的な⽣物多様性の損失に陥る短期的かつ⾼度な

危険にさらされた⽣態系からなる⽼齢林の伐採を延期するというものであった。この提⾔
を受けて、BC 州政府は、最も希少でリスクの⾼い⽼齢林での伐採を⼀時的に停⽌し、その
間に⻑期的な保護策を講じることを約束した。これらの⼀時的な措置である執⾏延期が検
討されている地域は合計 260 万 ha で、そのうち約 5 万 ha は伐採が許可ないし計画されて
いる地域と重なっている。これらの執⾏延期と、⽼齢林を保護下に置くよう政府に求める市
⺠からのさらなる圧⼒により、BC 州における将来の⽊材供給は減少する可能性がある。 

 

 ⽊質繊維の活⽤を取り巻く地域課題 
BC 州の林業部⾨が直⾯するもう⼀つの課題は、州の森林から伐採された⽊質繊維を地域

経済のためにいかに有効活⽤するかということである。⼀般市⺠、NGO、労働組合、地⽅
⾃治体など幅広い団体／組織は、⽊質ペレットの製造に使われたり、加⼯されずに丸太とし
て輸出される⽊材の量が増えていることを懸念している。 

 
⽊質ペレットの製造は、アメリカマツノキクイムシの蔓延地域で枯死した⽊材を利⽤す

ることで、BC 州の⽊材産業を維持する⽅法と考えられていた。しかし、BC 州の⽊質ペレ
ット産業については、①追加雇⽤をほとんど⽣み出さないこと、②所有権が集中しているこ
と、③⼯場残材だけでなく丸太を使うことで森林減少を助⻑すること、④森林規制当局とペ
レット産業が不適切な関係にあること、などの批判がある54。 

 
                                                       

53 Government of B.C. (undated) Wildfire Season Summary. 
54 Hunter, J. (2022). Sold as green energy, B.C.'s wood pellet industry under fire. 
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カナダ⽊質ペレット協会（Wood Pellet Assocation of Canada）は、このような批判に対抗
するための調査結果を報告した。その調査によると、ペレット⽤の⽊質繊維の 85％は製材
所や関連産業の副産物からで、残りの 15％は低⽊の粉砕や低品質の丸太に由来するもので
あることが判明した。この調査では、BC 州で⽣産されるペレットのほぼすべてが持続可能
なバイオマス・プログラムの認定を受けており、扱われる⽊質繊維は独⽴した認定管理計画
を有する森林からのものであることが指摘された。また、規模は⼩さいが、バイオマス産業
は BC 州の森林部⾨の⻑期的な成功に重要な役割を果たしていると結論づけた55。 

 
また、BC 州からの丸太輸出の急増にも国⺠の不満が表われている。沿岸部からの丸太輸

出は 1998 年から 2017 年にかけて総伐採量の 1%から約 30%に増加した56。⺠営の製材所、
地域コミュニティ、労働組合、環境 NGO は、丸太の輸出が地域の経済機会や雇⽤の喪失を
招いていることに懸念を表明している。この懸念の背景には、⽊材加⼯⼯場の閉鎖により多
くの地⽅都市が被った経済不況がある57。BC 州における林業部⾨の労働⼈⼝は、20 年間で
91,000 ⼈から 49,000 ⼈未満に減少した58。BC 州森林省の⽂書では、産業活性化のために
BC 州内での製材加⼯を増やすことが求められている59。 
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３ オーストリア 

３-１ ⽊材⽣産・流通の特徴 
３-１-１ 森林の概要 
３-１-１-１ 森林資源 
1) 森林被服と植⽣タイプ 

連邦森林⾃然災害景観研究訓練センター（Federal Research and Training Center for 
Forests, Natural Hazards and Landscape: BFW）が実施した 2016〜21 年の森林インベント
リによると、オーストリアの森林⾯積は 401.5 万 ha に達し（表 3.1）、陸地全体の 48%を占
める。オーストリアの森林⾯積は、森林インベントリが最初に実施された 1961〜70 年時点
には 369 万 ha であり、増加している。国⼟⾯積の約 48%を森林が占めるオーストリアは、
スロベニアに次いで中欧で最も森林率が⾼い国である60。 

 
表 3.1 オーストリアの森林⾯積 
森林区分 ⾯積(千 ha) 
⽣産林 3,362  
 商業林 2,947 

天然更新林 78 

⽣産保護林 338 

保護林 494 
伐採のない森林 159 
総森林⾯積 4,015 

出典：BFW（2022）61 

 
オーストリアの主要な樹種は、ヨーロッパトウヒ（Picea abies）であるが、1980 年代以

降⽣産林減少が顕著になっている。全森林⾯積の 56%を占めているが、1986〜90 年の森林
インベントリと⽐較すると、ヨーロッパトウヒの⾯積は 224,000ha 減少している。また、ヨ
ーロッパアカマツ（Pinus sylvestris）、ヨーロッパカラマツ（Larix decidua）、その他の針葉
樹もわずかに減少傾向にある。針葉樹林全体では、1986〜90 年の調査期間と⽐較して、⽣
産林で約 287,000ha 減少している。⼀⽅、ヨーロッパブナ（Fagus sylvatica）の森林⾯積は、
約 22,000ha 増加し、ナラやその他の広葉樹種の⾯積はほぼ同様であった。 
 
 

                                                       
60 BFW (2019) Zwischenauswertung der Waldinventur 2016/18. 
61 BFW (2022) Österreiche Waldineventur. 
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2) 森林の定義と分布 
1975 年に制定された森林法では、「森林は、⽊本植物が⽣育している⽣育⾯積が少なくと

も 1,000m2 あり、平均幅が 10m ある」と定義されている。図 3.1 は、オーストリアの森林
の分布を⽰す。 

 
森林区分は、以下のように定義される。第⼀の区分は⽣産林（Productive Forest）であり、

定期的に伐採される森林である。⽣産林の中には、商業林（Commercial Forest）、天然更新
林（Regenerated Forest）及び⽣産保護林（Harvested Protective Forest）が含まれる。商業
林とは、⽊材利⽤を主な役割とする森林である。天然更新林とは、実⽣による天然更新によ
り再⽣された森林である。⽣産保護林は、森林を保護する⽬的の森林であるが、伐採が可能
な森林である。第⼆の区分に、保護林（Protective Forest without Harvesting）があり、⽊材
利⽤されずに保護機能を⽬的とした森林である。第三の区分に伐採のない森林（Areas within 
the Forest excluded from Harvest）があり、伐採に⾒合うサイズであるが伐採が⼀時的また
は永続的に避けられている森林（Harvest forest temporary or permanently excluded）及び⼀
時的または永続的に伐採のされない保護林（Protective Forest without harvest （Temporary 
or permanently））からなる。上記の各区分は重複しない。 

 

図 3.1 オーストリアの森林分布 
出典：BFW（2022）62 

 
表 3.1 の商業林は、2016〜21 年森林インベントリによると、294.7 万 ha である。主に、

国⼟の東部に位置する（図 3.2）。 

                                                       
62 BFW (2022) 前掲 
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図 3.２ 商業林の分布 
出典：BFW（2022）63 

 

3) 森林蓄積と⽊材利⽤ 
オーストリアの森林蓄積は、1960 年代以降、50%増加している。同時に、その構成も変

化し、⼤径⽊と広葉樹の割合が増加した。最新の森林インベントリ 2016〜2164によると、森
林蓄積の総量は現在約 12 億 1,550 万 m3 に達している。 

 
⽣産林の伐採量は、過去 10 年間、⽐較的⾼い⽔準で推移しており、伐採量は 2021 年に

は約 2,600 万 m3 であった65。80 年代と 90 年代の⽊材利⽤はかなり低く、1,880 万 m3 から
1,980 万 m3/年であった。いずれにせよ、2021 年の成⻑量は 2,920 万 m3 であったことから
も、オーストリアの伐採量は、成⻑量を下回っている。 

 

３-１-１-２ 伐採と⽊材加⼯ 
⽊材関連企業は合計約 17 万 2000 社ある66。最も多いのは⼩規模企業で、経営者は、フル

タイム⼜はパートタイムのスタッフを 1 名程度雇⽤する規模である。 
 
2021 年のオーストリアの林業部⾨⽣産額は約 24 億ユーロであった。2020 年と⽐較する

                                                       
63 BFW (2022) 前掲 
64 BFW (2022) 前掲 
65 BFW (2022) 前掲 
66 Land&Forst Betriebe Österreich (2019) Waldinventur des BFW. 

(全森林⾯積に対する商業
林の割合、郡森林調査別） 
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と、⽣産額は 38.3%増加したが、これは伐採⾯積の拡⼤と価格上昇によるものである67。⽊
材加⼯業（製材業、パネル製造業、製紙業）は 1,281 社、約 27,582 ⼈の雇⽤規模であり、
2021 年の⽣産額が 104 億 3000 万ユーロであった68。 

 

1) 原⽊の⽣産 
連邦農林地域⽔管理省（Federal Ministry of Agriculture, Forestry, Regions and Water 

Mangement: BML）の伐採報告69によると、2021 年の伐採量は樹⽪無しの材積で約 1,840 万
m3 であり、前年（2020 年：1,680 万 m3）に⽐べ約 9.7%の増加となっている（図 3.3）。こ
れは、過去 10 年間で最も伐採量が⼤きい年の 1 つである70。2021 年に伐採された原⽊の最
⼤の⽤途は、製材品⽣産であり、1,040 万 m3（全伐採量の 56.5%）であった。これは、2020
年から 22.8%増加している。これにエネルギー⽤⽊材または薪（490 万 m3、26.8%）、柱、
フェンス、⽀柱、パルプ材といった⽤途の産業⽤丸太 310 万 m3（16.8%）が続いている（図
3.3）。 

 

図 3.3 オーストリアの⽊材伐採量と主要⽤途別量（2016 年から 2021 年） 
出典：Fachverband Holzindustrie（2022）71 

                                                       
67 Statistik Austria (2021) Forstwirtshaftliche Gesamtrechnung. Kalenderjahr 2021. Vorläufige Ergebnisse. 
68 Fachverband Holzindustrie (2022) Industry Report 2021-2022. 
69 BML (2022) Grüner Report 2022. 
70 Statistik Austria (2021) 前掲 
71 Fachverband Holzindustrie (2022) 前掲 

総伐採量 

製 材 及 び 単 板

産業⽤丸太 

エネルギー⽤⽊
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図 3.4 2011 年-2021 年の各年の⽊材伐採量 
出典：Statistik Austria (2021)72 

 
図 3.4 が⽰すように、⽊材伐採量の内訳は、針葉樹が 85％、広葉樹が 15％であった。 
 
⽣産額では、2021 年の原⽊⽣産額は約 13 億 3,000 万ユーロで、前述のオーストリア林業

の⽣産額（24 億ユーロ）の 55.8%に相当する。このうち、製材⽤が最も多く、9 億 5,500 万
ユーロであり、総⽣産額の約 40%を占めた。これは、2020 年（5 億 4,600 万ユーロ）と⽐
較して、75％の増加であった。2021 年の製材⽤原⽊⽣産額のうち、9 億 3,200 万ユーロは
針葉樹に由来し（製材⽤原⽊⽣産額の 97.6％）、2,300 万ユーロは広葉樹に由来した。 

原⽊⽣産額に次いで、新規の森林の成⻑量等を資産換算した⽣産額（Biological production）
（7 億 300 万ユーロ、29.5%）、林業サービス（Forestry services、⽊材伐採、育林、相談業
務）（2 億 7,800 万ユーロ、11.7%）等がある。 

 

2) ⽊材加⼯ 
オーストリアで伐採された⽊材の 95%は、国内で加⼯される73。2021 年の⽊材加⼯業（製

材、パネル、製紙業）の販売⽣産額は 1,043 万ユーロで、2020 年と⽐較して 28.9％の増加
となっている。 

 
オーストリアの⽊材加⼯業は、主に⺠間の中⼩企業で構成されている。2021 年には 1,281

                                                       
72 Statistik Austria (2021) 前掲 
73 BMLRT (2020) Indikatoren für nachhaltige Waldbewirtschaftung des Österreichischen Walddialoges. Aktualisierung 
und Berwertung 2020. 

針葉樹製材⽤丸太 
広葉樹製材⽤丸太 
針葉樹産業⽤丸太 
広葉樹産業⽤丸太 
エネルギー⽤針葉樹原⽊ 

 

丸太の種別割合（2021 年） 伐採 2011-21 ‒ 百万 m3 
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社存在し、従業員数 27,582 ⼈を抱える国内産業最⼤の雇⽤源の⼀つであった74。 
 
⽊材は、主に製材、板材、パルプ⽤に加⼯される（図 3.5）。それぞれの製品の最終的な需

要は、建設業、家具産業、製紙業、そしてスキー産業である。また、⽊材の伐採や⽊材加⼯
から⽣じる端材のエネルギー利⽤も拡⼤している。 

 

図 3.5 オーストリアの主要⽊材加⼯業と⽊材の流れ75 
 

(1) 製材業 

オーストリアは世界第 9 位の製材⽣産国である。製材業は 2021 年に 1,080 万 m3 の製材
品を⽣産している。⽣産額は 2021 年に 33 億 9,000 万ユーロに達し、2020 年⽐で 51％増加
した。2021 年には合計で約 1,800 万 m3 の製材丸太が製材され、その 57％に国産材が使⽤
された。製材業は、国内林業の重要な部⾨であり、製材企業が約 1,000 社 6,000 ⼈の雇⽤を
抱えている76。製材業は、中⼩企業が中⼼であるが、過去数年の間に集約化が進み、製材企
業の総数は減少しているが、製材企業あたりの製材量は増加している。 

 
製材業は、国産材と輸⼊材を原料に製材品やペレット等を⽣産する。また、その過程でパ

ルプ、紙、サーマルリサイクル77⽤の原料となる端材が副産物として⽣じており、それらを
川下の加⼯業に販売している。2020 年において、製材業は 1,850 万 m³の丸太（樹⽪無し）
を利⽤した78。 

 
                                                       

74 Fachverband Holzindustire (2022) 前掲 
75 チップの供給は、製材副産物以外に産業⽤丸太からもある。 
76 BML (2022) 前掲 
77 廃棄物を燃やすときに発⽣する「熱エネルギー」を回収して利⽤するリサイクル⽅法のこと 
78 Strimitzer et al. (2022) Holzströme in Österreich. 
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(2) パネル産業 

パネル産業は、約 3,000 ⼈の従業員を抱える。2018 年において、133 万 m³のパネルを⽣
産し、8 億ユーロの貿易⿊字であった79。 

 

(3) 製紙業 

製紙業は、2021 年に 23 社、約 7,600 ⼈の従業員を抱えた。製紙業界は 2018 年に 190 万
トンの紙を⽣産し、そのうち 88％が輸出された。使⽤される原料の約 5 割が製材業からの
副産物により供給される80。 

 

3) ⽊材・⽊材製品の貿易 
オーストリアは、⽊材・⽊材製品の輸出額が輸⼊額を⼤幅に超過している。2021 年の輸

出額 58 億 6,000 万ユーロに対し、輸⼊額は 32 億ユーロであった81。特に針葉樹丸太及び製
材に関しては、2021 年の輸出量は 600 万 m3 、輸⼊量は 190 万 m3 であり、輸出量が輸⼊
量の 3 倍程度であった。 

 

(1) 輸出 

オーストリアは、2021 年に 58 億 6000 万ユーロ相当の⽊材・⽊材製品を輸出し、前年⽐
37％増となった82。これは、オーストリアの総輸出額 1,656 億ユーロの 3.5％のシェアを占
める83。2021 年の⽊材製品の輸出先を⾒ると、77％が EU 域内、11％がその他のヨーロッパ
諸国、12％が⽇本を含むその他の国であった。 

 
製品の種類別では、2021 年には製材品の輸出が 19.9 億ユーロ（⽊材製品輸出総額の 34％）

で最⼤であった。加⼯⽊材（窓、ドア、寄⽊細⼯、⽊⼯細⼯、パレット、装飾品等）の輸出
額は 18.6 億ユーロ（31.8％）で、パーティクルボード・ファイバーボードの輸出額が 11.3
億（19.3％）であった（図 3.6）。 

                                                       
79 Kirchmeir et al. (2020) Wald in der Krise Erster unabhängiger Waldbericht für Österreich 2020. 
80 Austropapier (2022) Holz und Altpapier. 
81 BML (2022) 前掲 
82 BML (2022) 前掲 
83 WKO (2022) Österreichs Außenhandelsergebnisse. Jänner bis Dezember 2021. Endgültige Ergebnisse. 
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図 3.6 2021 年の製品別の⽊材貿易額（単位は 1 億ユーロ） 
出典：BML（2022）84 

 

(2) 輸⼊ 

オーストリアの 2021 年における⽊材・⽊材製品輸⼊額は 32 億ユーロであった（図 3.6）。
地域別では、EU 諸国からの輸⼊が 86％と圧倒的に多く、その他のヨーロッパ諸国と開発途
上国からの輸⼊はそれぞれ 7％で、その他の国からの輸⼊はわずか 1％であった85。製品別
では、2021 年に最も多かったのが燃料⽤を含む原⽊で 9 億 9,500 万ユーロ（⽊材輸⼊額の
31.1%）、次いで製材品輸⼊の 6 億 9,800 万ユーロ（21.9％）と加⼯⽊材製品輸⼊の 6 億 1,000
万ユーロ（19.1％）であった。オーストリアは中国に次ぐ丸太の輸⼊国である86。 

 

３-１-２ ⽊材管理と⽊材防疫に係る⾏政組織の概要 
オーストリアは、9 つの連邦州からなる。⾸都はウィーンであり、連邦政府及びその省庁

を含む連邦最⾼機関の所在地である。1995 年以降、オーストリアは欧州連合に加盟してい
る。 

 
2022 年 7 ⽉ 18 ⽇の⾏政組織改編によって、BML は、農林業、持続可能性、農村開発及

び⽔管理などの様々な分野における連邦政策と法律の実施を担当している。BML は森林政
策全般を所管し、EU ⽊材規則（European Union Timber Regulation: EUTR）87とそのオー
ストリア国内施⾏法である⽊材取引監視法（Timber Trade Surveillance Act: HolzHÜG）の

                                                       
84 BML (2022) 前掲 
85 Fachverband Holzindustrie (2022) 前掲 
86 FAO (2019) Global forest products 2018: Facts and Figures  
87 EU ⽊材規則（EUTR）のについては、CW ナビ「合法伐採⽊材等に関する情報：欧州連合（EU）」を参照：

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/kunibetu/eu/info.html 
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実施を主管するなど、⽊材取引に関連する政策を所管する。表 3.2 は、伐採を含む森林の管
理経営及び⽊材取引に関する政府機関の概要である。 

 
オーストリアは連邦制をとっており、州政府も森林⾏政に重要な役割を有する。州知事は

州レベルの森林⾏政の責任者である。州森林局は州知事を補佐し、森林法及びその他の関連
法令の州レベルでの施⾏を監督し、調整する。州政府の下部組織である郡⾏政当局である郡
森林検査局は、森林法及びその他の林業関連法令を郡レベルで執⾏する責任を負う。また、
EUTR と HolzHÜG の郡レベルでの施⾏も担当している。郡森林検査局は、国産材を市場
に出荷する事業者の監視を⾏う。 

 
表 3.2 森林経営及び⽊材取引に関連する政府機関 
政府機関名 役割／責任 

連邦農林地域⽔管理省
（BML） 

農林業、持続可能性、農村開発及び⽔管理の分野における連邦
政府の政策や法律の実施を計画、調整、管理及び強化する。森
林分野では、林業政策、保護林政策、地域政策と空間計画、イ
ノベーションと地域開発など、幅広い責任を担う。また BML
は EUTR と HolzHÜG に基づき、国産材及び EU 圏から輸⼊
される⽊材を監督する。 

連邦森林局（Forest 
Federal Office:BFA） 
BFW の下部組織 

EUTR と FLEGT 制度88の実施に責任を持ち、HolzHÜG に基づ
く EU 圏外から輸⼊される⽊材を監督する。 

州知事及び州森林局 知事の名の下に、州レベルで森林法及びその他の関連法令の
実施を監督する。 

州の植物保護局 ⽊材・⽊材製品を含む植物・植物製品の輸出及び国内市場にお
ける植物検疫を実施する。 

郡森林検査局 郡レベルでの森林法及びその他の規制を実施する（例：⼀部の
州における⾃然保護に関する規制の実施）。 
HolzHÜG に基づき、事業者・取引業者による法令違反の場合
の検査と報告等を監督する。 

 
政府機関以外では、商⼯会議所も森林経営と⽊材加⼯業における重要な組織として挙げ

られる。商⼯会議所は、各部⾨の経済的利益を代表する団体で、国レベルのオーストリア商
⼯会議所と 9 つの州会議所（各州に 1 つずつ）がある。さらに、オーストリア⽊材加⼯業協
会及び森林組合など、特定の経済部⾨に属する協会がある。前者は⽊材加⼯業の全企業を代
表し、後者は森林所有者を代表する。これらの部⾨に従事するすべての法⼈及び個⼈には会
員加⼊が義務付けられている。 

 

                                                       
88 FLEGT 制度については、CW ナビを参照：https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/jouhou/pdf/r1/r1report-tuika-
2-eutr.pdf 
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３-２ 森林の伐採段階における法令等 
３-２-１法令等の概要及び運⽤状況 
３-２-１-１ 法令等の概要 

表 3.3 に、オーストリアの森林経営と伐採に関する法令の概要を⽰す。⽊材の国内取引、
貿易に関する法令は後述する。 

 
表 3.3 森林経営及び伐採に関する法令 

法令の名称 概要 

森林法 

森林政策⼿段、資源管理と持続可能な利⽤及びその保全
の観点からオーストリアのすべての森林を管理する法
的枠組を定める。 
無許可で伐採できる⾯積を 0.5ha 未満に制限する。 
2ha を超えた皆伐を禁⽌する。 

森林開発計画に関する条例 森林開発計画（森林法、第 9 条）の要件を定める。 

森林保護条例 保護林利⽤を定める。 
無許可皆伐採⾯積を 0.2ha 未満に制限する。 

連邦林法 
オーストリア連邦林（全森林⾯積の約 15％を被覆）の
法的根拠と連邦林を運営するための有限責任会社の設
⽴を定める。 

⼀般⼟地台帳法 森林を含む⼟地の不動産登記を定める。 

商⼯会議所法 
 

林業や⽊材加⼯業等、特定の経済分野における会議所会
員の関連事項を定める。 

 

３-２-１-２ 森林の所有形態 
森林は公有林と私有林に分類され、それぞれの所有形態の割合は次のようになっている。

公有林の 3 区分における所有の内訳は、連邦政府が 15％、州が 1％、市町村が 3％となって
いる。また私有林の区分の内訳は、⼤規模私有林（200ha 以上）が 49%、⼩規模私有林（200ha
未満）が 22%、共同体によって管理される森林が 10%となっている（図 3.7）89。 

 
オーストリアでは⼀般に、⼩規模森林所有者と⼤規模森林所有者を区別するために 200ha

を基準にしているが、平均的な所有森林⾯積は 13ha である。森林所有の規模をさらに細か
く分類すると、2020 年において、5ha 未満の森林所有者（私有及び公有）は 58,874 ⼾、森
林⾯積の約 4.6％を占め、1,000ha 以上の所有者（公共及び⺠間）は 267 ⼾で 37.3％を所有

                                                       
89 BML (2022a) Zahlen und Fakten rund um den Wald in Österreich. 



69 
 

していた（表 3.4）。 
 

表 3.4 2020 年の森林⾯積別所有者数 
森林⾯積クラス 所有者数（⼾） 森 林 ⾯ 積

（1,000ha） 
総⾯積に対す
る割合（％） 

5ha 未満 58,874 158 4.6 
5ha 以上 20ha 未満 57,387 556 16.3 
20ha 以上 50ha 未満 13,697 414 12.1 
50ha 以上 100ha 未満 3,528 242 7.1 
100ha 以上 200ha 未満 1,947 267 7.8 
200ha 以上 1000ha 未満 1,256 503 14.7 
1000ha 以上 267 1,272 37.3 
総計 136,956 3,412 100 

出典：Statistik Austria（2020）90 

 

図 3.7 オーストリアにおける主な森林所有形態 
出典：BML（2022a）91 

 
オーストリアで最⼤の森林所有者は、公営のオーストリア連邦森林公社92である。同公社

                                                       
90 Statistik Austria (2020) Tabelle: Land- und forstwirtschaftliche Betriebe nach Flächennutzung 2020. 
91 BML (2022a) 前掲 
92 連邦林法 1996 年によって規定された公的企業 
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は、51 万 ha の森林（森林⾯積全体の約 15％）を所有する93。第 2 位の公有林所有者はウィ
ーン市で、市域（31％）とウィーン州外に⽔資源保全林という形で約 34,000ha を保有する
94。最⼤の⺠間所有者は、マイヤー・メルンホフ・サウラ林業会社であり、約 28,000ha（森
林⾯積の 0.82%）を所有する。 

 
オーストリアの林業会社は、⼀般的に、森林所有者が⾃ら会社を経営し、森林の管理経営

を⾏う形態となっている。森林所有者のほとんどは農家であり、ほぼ経営権を持つが、伐採
など⾃ら実施することが困難な作業を他の専⾨事業者に委託する。2020 年の農林業経営者
約 155,000 ⼈のうち、⼟地を持たない経営者は 270 ⼈であった。つまり、オーストリアの
ほぼすべての森林所有者経営権を保有していることになる。 

 

３-２-２ 伐採に関する許認可制度の状況及び許可証等の法令に基づく書類の
概要 

３-２-２-１ 伐採計画及び許可 
オーストリアでは⽊材⽣産を⽬的に、⽣産林に区分された植林地や天然林で皆伐、または

伐採が⾏われる。森林法により以下の場合は許可が必要とされる。 
 0.5ha 以上の⾯積での皆伐及び伐採  
 伐採予定地の林分材積が低い、または天然更新が確実でない森林に隣接している森林

での伐採 
 過去に森林所有者が違反を犯しており、当局による特別な監督を必要とする森林での

伐採 
 
⽊材の伐採は、環境リスクや危険の回避に重点を置き、森林法によって規制されている。

0.5ha 未満（保護林では 0.2ha 未満）の⼩規模の皆伐及び単⽊の伐採は、環境に与える影響
が低いと考えられ、伐採許可は不要である。伐採⾯積が 0.5ha 以上の場合、所有者または伐
採事業者（所有者と契約を結んだ事業者）は、伐採許可を申請しなければならない。申請書
には、伐採⾯積、伐採する⽊材の場所や樹種を明記する必要があり、申請結果として州政府
の森林当局より許可（3-2-3 を参照）が発⾏される。森林当局は、再植林を条件に伐採承認
を与える場合があるが、天然林が⼗分に分布する場合は例外とする。さらに、森林当局は、
承認後、現地でその遵守状況を確認する。また、森林経営計画の作成は任意であるが、森林
所有者が作成を希望する場合は、森林法によってその要件や内容が規定されている。 

 

３-２-２-２ 社会・環境に関連する条項 
1) 伐採に関する環境条件 

森林法において、伐採時の環境要件の遵守が規定されている。すべての森林所有者は、森

                                                       
93 ÖBF (2022) Unternehmensprofil Zahlen und Fakten. 
94 Wiener Zeitung (2015) Wem gehört der Wald? 
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林法第 16 条に従い、森林⼟壌の質を保護し、森林更新⼜は再⽣を確保するための措置を講
じなければならない。また、林道の開設には別途許可が必要となる。 

上述の通り、0.5ha 以上の伐採⾯積を伐採する場合、伐採活動の内容を記載した申請書を
提出し、当局が許可証を発⾏する。許可証には、環境への影響を軽減するための措置が要件
として含まれることもある。そして、森林当局は、許可された伐採について、現地でその遵
守状況を検査することになっている。 

 

2) ワシントン条約（Convention on International Trade in Endangered Species of Wild 
Fauna and Flora: CITES）及び保護樹種 

オーストリアで⽣産される⽊材樹種はワシントン条約の規制対象樹種リストに記載され
ていない。 

 
なお、オーストリアには、⽐較的希少な樹種であるスイスマツ（Pinus cembra）の森林が

いくつか分布する。オーストリア東部アルプスで最⼤のスイスマツ林は、東チロルのデフェ
レッゲンタルの奥地に 170ha の林分がある。このうち⾃然林保護区に指定された 100ha の
林分には樹齢 600 年に達するものもあり、厳しく保護されている。スイスマツの⽊材の伐
採、加⼯は、伝統的な家具の製造に限られる95。 

 

3) 保護区 
オーストリアでは、州政府が⾃然保護に関する法律、管理、監視に責任を負っている。国

⼟の約 27％は⾃然保護法の下で保護されており、16%はナチュラ 200096の⾃然保護区域、
国⽴公園、⾃然保護区として厳しく保護されており、11%は景観保護区など、それほど厳密
ではない保護区で構成されている。⾃然保護地域の規制のもと、政府は危険地域計画を策定
し、該当区域では、伐採は禁じられている。 

 

4) 森林に関する慣習権 
森林の慣習的利⽤権の⼀般的な例としては、道路の使⽤権や放牧権などがある。こうした

慣習権は、法律に従って⾏使されなければならないとされており、⼟地所有者が慣習的権利
を承認せず、かつ、利⽤者が 3 年以内に権利を⾏使しない場合、慣習権は失われる。なお、
オーストリアの慣習権は、⼟地登記簿で⼗分に確⽴されているため、特定することができる。
NEPCon (2017) 97によると、慣習権の侵害リスクは低く、特に指摘されていない。 

 

                                                       
95 Lamodula (2022) Zirbenholz: Alles Wissenwerte über dei Zirbe & Zirbelkiefer. 
96 欧州の⽣物多様性を保全するため、1992 年⽣息地指令（92/43/EEC）に基づいて設定 EU における⾃然保護区のネッ
トワーク 
97 NEPCon (2017) Timber Legality Risk Assessment Austria Country Risk Assessment, Version 1.0 l August 2017. Nature 
Economy and People Connected (NEPCon) 
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３-２-３ 伐採の合法性が確認できる書類の事例及びその発⾏条件 
前述の伐採許可証は、森林法で規定され、0.5ha 以上の⾯積（保護林の場合は 0.2ha 以上）

で伐採を⾏う場合に必要となる。許可証には、場所、⾯積、樹種など、許可された伐採の詳
細が記されている。原則として伐採許可証を申請するのは森林所有者である。申請者が再造
林義務を果たすかどうか合理的に疑問がある場合、州森林局は申請者に保証⾦を要求する
ことができる。この保証⾦が⼊⾦されるまで、伐採を開始してはならない。しかし、実際に
は森林当局が保証⾦を要求することは少ない。当局は、伐採許可申請書が提出されてから 6
週間以内に決定を下すものとされている。この期間内に当局が決定を下さない場合、申請者
は申請した伐採を実施することができる。伐採許可証の有効期間は、通知が法的効⼒を得て
から 5 年後に終了する。有効期限は、死亡による譲渡や譲渡契約に基づく場合を除き、森林
の所有権変更によっても失効する。 

 
伐採許可証の要件と記載内容は国内で共通であるが、その様式は州によって異なる。付属

資料１（伐採許可証）は、シュタイヤーマーク州の管轄地区森林局が、0.5ha 以上の森林区
域の皆伐に対して発⾏した伐採許可証である。 

 
伐採に関し、森林所有者は、伐採企業に伐採やその⼀部を依頼することが多い。そのよう

な場合、森林所有者と伐採企業の間で契約が結ばれる（付属資料２：⽊材伐採契約書）。 
 

３-３ ⽊材の流通段階における法令等 
３-３-１ 法令等の概要及び運⽤状況 

EUTR のオーストリア国内実施法である HolzHÜG が⽊材の流通及び貿易に適⽤される。
また、国内の⼀般的な輸送や取引に関する規定も⽊材の流通段階で適⽤される（表 3.5）。 

 
表 3.5 流通段階に関する法令 

法令の名称 概要 

HolzHÜG EUTR のオーストリア国内実施について規定する。 

国際物品運送契約に関する
国際条約（International 
Convention on the 
Contract for the 
International Carriage of 
Goods by Road:CMR） 

道路交通に関わる当事者の権利と義務を含む国際的な協定
とされる。 
契約で指定された物品の引取場所と引渡指定場所が異なる
2 つの国にある場合、報酬を得るために⾞両で物品を道路
運送するためのすべての契約に適⽤される。 
同条約の⽂書は、国際的に陸上輸送に必要とされている。荷
主、運送⼈、受取⼈の記載が必要となる。 
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法令の名称 概要 

商品輸送法（Goods 
Transportation 
Act:GübefG） 

最⼤許容総重量の合計が 3,500kg を超える道路交通または
トレーラーによる商品の商業輸送を規制する。 
国境を越えた商品の商業輸送を規制する。 

⼀般運送事業者規約
（Genral Austrian 
Forwardersʼ Terms and 
Conditions:AÖSp） 

運送事業者が商取引の過程で⾏うすべての活動に適⽤され
る⼀般的な規約となる。 

⽊材取引慣⾏ 
（Austrian Timbe Trade 
Practices:ATTP） 

⽊材・⽊材製品の輸送に関係する商法としての取引慣習が
含まれる。 

 

３-３-２ ⽊材の流通・合法性の確保に関する法令 
３-３-２-１ ⽊材の輸送 

オーストリアで⽊材・⽊材製品は、主に道路輸送と鉄道輸送によるが、道路による直接輸
送が⼀般的である。⽊材・⽊材製品の輸送に関する特別な規則はないが、⽊材取引慣⾏
（Austrian Timber Trade Practices:ATTP）には、原⽊の輸送に関わる条項がいくつか含ま
れている。 

 
原⽊の輸送は、⼯場での受け渡しと森林での受け渡しの 2 通りがある。「⼯場での受取り」

の場合、⽊材を伐採した林業会社が原⽊輸送を専⾨とする輸送会社と契約し、輸送会社は伐
採された原⽊を買い⼿の⼯場⼜は貨物列⾞のターミナルなど事前に合意した⽬的地まで輸
送する。これに対し、「森林での受取り」の場合、林業会社は伐採した丸太を林道沿いの集
積場に置くまでを担い、その後の輸送は買い⼿が⼿配する98。オーストリアでは後者の「森
林での受取り」が主流である99。 

 
輸送には、国際物品運送契約に関する国際条約（International Convention on the Contract 

for the International Carriage of Goods by Road:CMR）で規定された運送状（付属資料 3）
が使われる。CMR は、道路運送の契約上の証拠となるもので、業務の範囲と責任を決定し、
関係者と運送品を特定するものである。この書類には、売主が運送業者に伝える指⽰が記載
されており、陸上輸送の際には必ず商品に添付しなければならない。⽊材の原産地、樹種の
種類、量、購⼊者の⾝元が記載されている。 

 

                                                       
98 Kretzer et al. (2009) Supply Chain Forst-Logistik-Säge ‒ Erstanwendugsplatrform von IT/Telematikkonzepten zur 
ressourceneffizienten Holznutzung im Gebrgswald, Wien. 
99 Zazgornik et al. (2012) A comprehensive approach to planning the deployment of transportation assets in distributing 
forest products, in : International Journal fo Revenue-Management, Volume 6 (2012), Issue 1/2, S. 45-61. 
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３-３-２-２ ⽊材の加⼯ 
産業部⾨全般に適⽤される労働、安全、環境に関する規則を除けば、特に⽊材・⽊材製品

の加⼯に関する特別な法律や規則はない。ただし、加⼯事業者は、EUTR においてトレーダ
ーに位置づけられ、「⽊材・⽊材製品を納⼊したオペレーターまたはトレーダー」と「⽊材・
⽊材製品の販売先となるトレーダー」を特定し、前者についてその記録を最低 5 年間保存
することが義務づけられる。これに該当する書類例として、納品書が挙げられる。すべての
原⽊は納品書で記録され、伐採主体にまで追跡が可能となる。納品書には、⽊材に関する情
報（供給者、購買者、品質、数量など）が含まれる。原⽊の納品⽤の納品書は、森林・⽊材・
紙に関する商⼯会議所によって設⽴された「フォレスト・ホルツ・ペーパー（Forst-Holz-
Papier）」の納品書テンプレートを使う（付属資料 4）。 

 

３-３-３ ⽊材・⽊材製品を輸⼊・輸出する際の法令・証明システムの概要及び
事例 

３-３-３-１ ⽊材・⽊材製品の貿易に関する法令等の概要 
オーストリアにおける⽊材貿易に関連する法令を表 3.6 に⽰す。最も関連する法令は

EUTR とその国内法である HolzHÜG である。また⽊材貿易は、オーストリアの貿易全般
を規定する企業法典（Code of Commerce:UGB）や ATTP が⽊材取引における商業契約の
法的基準を提供する。UGB、HolzHÜG などを総称してオーストリア貿易法（Austria trade 
law）と呼ぶ。 

 
表 3.6 ⽊材・⽊材製品の貿易に関する法令 

法令の名称 概要 

⽊材取引監視法 
（HolzHÜG） EUTR と FLEGT 制度の国内実施を規定する。 

企業法典 
（Code of 
Commerce:UGB） 

情報提供義務、会社売買の⼿続き、会計、会社登記簿への記載、
取引など、会社の権利と義務について規定する。 

⽊材取引慣⾏ 
（ATTP） 

⽊材・⽊材製品の輸送に関係する商法としての貿易慣習が含ま
れる。 

植物防疫法 貿易に関する植物検疫について規定する。 
 

３-３-３-２ ⽊材の輸⼊ 
1) EU 域外からの輸⼊ 

EU 域外からの輸⼊の場合、HolzHÜG に従い、連邦森林局（Federal Forest Office: BFA）
が輸⼊⽊材の合法性の監視と管理を⾏う。監視の⼀環として、輸⼊品は⽊材の種類、輸⼊国、
⽊材の加⼯度合いに関する点数⽅式でリスクが評価される。このため、BFA は税関から定
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期的に関連データを受け取る。 
 
EU 域外からの⽊材輸⼊について、輸⼊業者は、EUTR で規定されたデュー・デリジェン

ス100を実施しなければならない。BFA による事業者検査では、BFA はデュー・デリジェン
スの実施を⽰す書類の確認と、オペレーターへの訪問検査を実施する。リスクを考慮して、
監査の焦点は、EU 圏外の南東ヨーロッパ諸国、南⽶、アフリカ、アジア（特に中国とマレ
ーシア）からの⽊材製品輸⼊が挙げられる。2021 年には、26 オペレーターが検査され、17
件のデュー・デリジェンスに関する違反が報告されている（表 3.7）。 

 
表 3.7 オーストリア政府によるオペレーターのデュー・デリジェンス検査実績 
 検査件数 デュー・デリジェ

ンス違反件数 
⾏ 政 処 分 に
よる反則⾦ 

当該⽊材・⽊材製
品の販売の中⽌ 

2017 年〜2018 ⽉ 38 件 11 件 - - 
2020 年 不明 16 件 7 件 - 
2021 年 26 件 17 件 8 件 

 
2 件 

2019 年は報告なし 

出典：European Commission (2020)101及び BML ウェブサイト102 

 
また、HolzHÜG は、管轄官庁が必要に応じて⽊材・⽊材製品のサンプルを採取し、検査

できると規定しており、政府は、輸⼊⽊材の科学的検査についてドイツのチューネン研究所
に委託している。 

 

2) EU 域内からの輸⼊ 
事業者は EUTR におけるオペレーターとしてのデュー・デリジェンスの義務はなく、事

業者はトレーダーとして取引輸⼊を記録する義務が課せられる。 
 

３-３-３-３ 輸出 
⽊材の輸出は、税関の審査を受ける。必要な輸出書類は、輸出先によって異なる。EU 域

外の国への輸出には、⼀連の税関書類が必要である。これらの書類には、輸出申告書、イン
ボイス、原産地証明書や植物検疫証明書などが含まれる（表 3.8）。 

 
  

                                                       
100 EUTR におけるデュー・デリジェンスはクリーンウッドナビを参照：
https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/kunibetu/eutr.html 
101 European Commission 2020 EUTR Analysis 2019: Background analysis of the 2017-2019 national biennial reports 
on the implementation of the European Unionʼs Timber Regulation (Regulation EU No 995/2010) 
102 EUTR- und FLEGT-Berichte:  https://info.bml.gv.at/themen/wald/eu-international/eutr-flegt-berichte.html 
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表 3.8 ⽊材・⽊材製品を輸出する際に法的に必要な書類 
⽂書名 概要 発⾏主体・発⾏機関 

輸出申告書 

輸出のための税関申告書である。オース
トリアでは、輸出⽤の税関申告書は、⼀
般的に e-customs と称されるシステム
を利⽤して電⼦的に提出される。

税関事務所 

インボイス

商業的な内容はもちろん、関税番号や原
産地証明など、輸⼊国での輸送や通関を
円滑に⾏うためのあらゆるデータが記
載されている。 

輸出業者 

原産地証明書 
（付属資料 5） 

オーストリアと EU の⽊材製品の原産地
を証明するものである。 各連邦州の商⼯会議所 

植物検疫証明書 
（付属資料 6） 

⽊材に菌類や害⾍がいないこと、または
製品が植物検疫を受けたことを証明す
る。 

各連邦州の植物保護局 

船荷証券 
運送契約の成⽴を証明するもので、運送
⼈が運送のための貨物を受領したこと
を確認するもの。 

荷送⼈ 

パッキングリスト パッケージの⼨法や品⽬に関する情報
が記載される。 荷送⼈ 

重量リスト リストの総重量は、輸送書類に記載され
ている情報と⼀致する必要がある。 荷送⼈ 

３-４ その他の関連情報
３-４-１ 森林認証制度の状況

オーストリアには、Programme for the Endorsement of Forest Certification（PEFC）と森
林管理協議会（Forest Stewardship Council：FSC）の認証制度が利⽤されている。2019 年
12 ⽉時点において、約 7 万 7,000 区画（約 300 万 ha）の森林が PEFC 森林認証を有し、
667 件の PEFC-CoC 認証が有効であった103。FSC に関しては、587ha の森林が認証を有し、
FSC-CoC 認証は 435 件であった104。

３-４-２ 違法伐採に関する関連情報
オーストリアでは林業分野における、法律の違反事例は少ない。不適切な森林経営や伐採

の報告事例として、近隣住⺠の権利に悪影響を与える境界付近での伐採、法的に許可された
以上の森林⾯積の皆伐等が挙げられる。なお、ニーダーエスタライ州の郡森林検査によって

103 PEFC (2022) PEFC Austria. Bedeutung von PEFC.
104 FSC (2022) FSC in Österreich. FSE ‒ die Organisation.
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森林法違反が発⾒されたのは、過去 2 年の間に 1 件であった。NEPCon（2017）105による評
価では、伐採、輸送、取引のすべてのカテゴリーでリスクは低いとされている。 

 

３-５ 付属資料 
付属資料 1：伐採許可証：シュタイヤーマーク州での皆伐に対して発⾏された許可証 
付属資料２：⽊材伐採契約書 
付属資料 3：国際物品運送契約に関する国際条約 運送状 
付属資料 4：納品書 
付属資料 5：原産地証明書 
付属資料 6：植物検疫証明書 
 

  

                                                       
105 NEPCon（2017）前掲 
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付属資料１：伐採許可証：シュタイヤーマーク州での皆伐に対して発⾏された許可証 
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注釈：伐採許可証の要件と記載内容は国内で共通であるが、その様式は州によって異なる。 
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付属資料 2：⽊材伐採契約書 



付属資料 3：国際物品運送契約に関する国際条約 運送状 
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付属資料 4：納品書 
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付属資料 5：原産地証明書 
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付属資料 6：植物検疫証明書 
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４ 関係法仮訳 

４-１ カ ナ ダ 連 邦 野 ⽣ 動 植 物 保 護 及 び 国 際 ・ 州 間 取 引 規 制 に 関 す る 法 律
（WAPPRITTA)

統合法

野⽣動植物の保護及び国際・州際取引の規制に関する法

S.C. 1992, c.52（1992 年カナダ法令集第 52 章）
2023 年 1 ⽉ 11 ⽇現在
最近の改正：2017 年 7 ⽉ 12 ⽇
公布者：法務⼤⾂（http://laws-lois.justice.gc.ca）

統合法の公的位置づけ
2009 年 6 ⽉ 1 ⽇に施⾏された「法改正統合法」第 31 条 1 項及び 2 項は次のとおり定める。

公表された統合法は証拠となる
31.(1）本⼤⾂が本法にもとづいて活字または電⼦形態で公表した統合法または統合規則の写しは

すべて、当該法律または規則とその内容の証拠となる。本⼤⾂により公表されたとされるすべ
ての写しは、反証がない限り、上記の⽅法で公表されたものとみなす。

法律間の⽭盾
(2）本法にもとづき本⼤⾂が公表した統合法と、「法律公表法」にもとづき議会書記官が認証した

元の法律またはその後の改正法と⽭盾するときは、⽭盾の限度において元の法律または改正法
が優越する。

レイアウト
かつて左右欄外に記載していた注釈を、現在は関連規定の直前に太字で記載している。これら

の注釈は参照の便宜のためにのみ記載するものであり、法律の⼀部ではない。

注
本統合法は 2023 年 1 ⽉ 11 ⽇現在の法律である。最近の改正が施⾏されたのは 2017 年 7 ⽉ 12

⽇であった。2023 年 1 ⽉ 11 ⽇現在いまだ発効していない改正については、本稿末尾の「未発効
の改正」欄に掲載している。
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⽬次

⼀定の野⽣動植物種の保護及び同動植物種の国際・州際取引の規制に関する法律

略称
1．略称
解釈
2．定義
⼥王陛下に対する拘束⼒
3．⼥王陛下に対する拘束⼒
⽬的
4．⽬的
合意
5．連邦と州の合意
禁⽌
6．輸⼊
7．州の許可が必要な輸送
8．占有
9．⽂書
連邦の許可
10．発⾏
11．不実表⽰
運⽤
12．官吏と分析官
12.1 証拠能⼒を有する⽂書
13．留置
14．検査
14.1 通⾏権
14.2 ⽀援
15．令状なしの捜索
16．押収物の保管
17．権利放棄
18．移送通知
19．没取
20．⼤⾂による処分
20.1 費⽤責任
21．規則
21.1 命令
犯罪と罰則
22．犯罪：すべての⼈
22.01 犯罪：⾃然⼈
22.02 少額収益会社たる地位の決定
22.03 みなし：再犯
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22.04 追加の罰⾦
22.05 株主への通知
22.06 違反法
22.07 刑の宣告の根本⽬的
22.08 刑の宣告にかかわる原則
22.09 複数の動植物等がかかわる犯罪
22.1 継続犯罪
22.11 罰⾦の⽤途
22.12 裁判所命令
22.13 刑の宣告猶予
22.14 刑の宣告
22.15 出訴期限
22.16 ⼤⾂は許可を拒否または停⽌できる
違反切符犯罪
23．⼿続
総則
24．会社の取締役、役員等の責任
25．従業員または代理⼈による犯罪
26．訴追場所
27．未払いの⼿数料や料⾦
27.1 違反関連情報の公表
28．議会への報告
28.1 ⾒直し
廃⽌
発効
*30．発効
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S.C.1992, C.52
⼀定の野⽣動植物種の保護及び同動植物種の国際・州際取引の規制に関する法律
［同意があった⽇：1992 年 12 ⽉ 17 ⽇］

⼥王陛下は、カナダの上院及び下院の助⾔と同意を得て、以下のとおり制定する。

略称

略称
1．本法は、「野⽣動植物の保護及び国際・州際取引の規制に関する法律」と略称することができ

る。

解釈

定義
2．本法において、

「動物」とは、⽣死を問わず、本条約別紙に「動物」として記載された動物種の個体をいい、か
かる動物の卵、精⼦、組織培養及び胚を含む。
「本条約」とは、1973 年 3 ⽉ 3 ⽇にアメリカ合衆国ワシントン D.C.において締結され、1975
年 4 ⽉ 10 ⽇にカナダにより批准された、「絶滅のおそれのある野⽣動植物の種の国際取引に関
する条約」及びその随時の改正をいう。ただし、改正部分がカナダを拘束する限りにおいてと
する。
「輸送機関」とは、⼈や物の輸送に使⽤する⾞両、航空機、⽔上航⾏船舶その他の装置をいう。
「流通」には販売も含む。
「本⼤⾂」とは、環境⼤⾂をいう。
「官吏」とは、第 12 条にもとづき指定された者、または指定された集団の所属者をいう。
「植物」とは、⽣死を問わず、本条約別紙に「植物」として記載された植物種の個体をいい、か
かる植物の種⼦、胞⼦、花粉または組織培養を含む。
「規定する」とは、規則により定めることをいう。
「輸送」には送付も含む。

⼥王陛下に対する拘束⼒

⼥王陛下に対する拘束⼒
3．本法は、カナダまたは州の管轄権者である⼥王陛下に対して拘束⼒を有する。

⽬的

⽬的
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4．本法の⽬的は、特に本条約の実施と、動植物の国際・州際取引の規制とを通じて、⼀定の動植
物種を保護することにある。

合意

連邦と州の合意
5．本⼤⾂は、本法の協⼒的管理・運⽤を⾏うため、かつ連邦と州の規制活動間の⽭盾や重複を避

けるために、州政府と合意を締結することができる。

禁⽌

輸⼊
6.(1) 何⼈も、外国法に違反して採取された動植物、または外国法に違反して占有、流通または

輸送された動植物または動植物の⼀部もしくは派⽣物を、カナダ国内へ輸⼊してはならない。

輸出⼊
(2) 規則に従い、何⼈も、第 10 条第 1 項にもとづき発⾏された許可にもとづいて⾏う場合を除

き、動植物または動植物の⼀部もしくは派⽣物を、カナダ国内へ輸⼊し、またはカナダ国外へ
輸出してはならない。

州際輸送
(3) 規則に従い、何⼈も、第 10 条第 1 項にもとづき発⾏された許可にもとづいて⾏う場合を除

き、動植物または動植物の⼀部もしくは派⽣物を、ある州から別の州へ輸送してはならない。

州の許可が必要な輸送
7.(1) ある州が、動植物または動植物の⼀部もしくは派⽣物の州外への輸送を、同州の管轄当局

が発⾏した許可を輸送者が所持する場合にのみ許可しているときは、何⼈も、かかる許可にも
とづいて⾏う場合を除き、動植物または動植物の⼀部もしくは派⽣物を、当該州から別の州へ
輸送してはならない。

州による禁⽌
(2) 何⼈も、州の法または規則に違反して採取された動植物、または州の法または規則に違反し

て占有、流通または輸送された動植物またはその⼀部もしくは派⽣物を、ある州から別の州へ
輸送してはならない。

占有
8．規則に従い、何⼈も、以下のいずれかの項⽬に該当する動植物または動植物の⼀部もしくは派

⽣物を、それと知りつつ占有してはならない。
(a) 本法に違反して輸⼊または輸送されたもの。
(b) 本法に違反してある州から別の州へ輸送し、または本法に違反してカナダ国外へ輸出する

ことが⽬的であるとき。
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(c) 本条約別紙に記載された動植物、またはその⼀部もしくは派⽣物を流通し、またはその流
通を申し出ることが⽬的であるとき。 

 
⽂書 

9．動植物または動植物の⼀部もしくは派⽣物をカナダ国内へ輸⼊し、カナダ国外へ輸出し、また
はある州から別の州へ輸送する者は、規則により保管が必要とされる⽂書を、規定の⽅法で、
かつ規定の期間にわたり、カナダ国内に保管する。 
 
 
連邦の許可 
 
発⾏ 

10.(1) 本⼤⾂が申請を受けたときは、⼤⾂が適切と思料する条件つきで、動植物または動植物の
⼀部もしくは派⽣物の輸⼊、輸出または州際輸送を認める許可証を発⾏することができる。 
 
許可申請 

(2) 申請は、本⼤⾂が求める形式及び条件で⾏い、本⼤⾂が求める全情報を記載し、規定の⼿数
料を添付する。 
 
撤回または⼀時停⽌ 

(3) 本⼤⾂は、許可証所持者に表⽰の機会を与えたのちに、許可条件に違反していることを理由
に許可を撤回または⼀時停⽌することができる。 
 
⼤⾂による委任 

(4) 本⼤⾂は、本条にもとづき本⼤⾂に与えられた許可関連権限を、カナダまたは州の管轄権を
有する君主の閣僚に、またはカナダ政府、州政府その他カナダ国内の政府の職員に委任するこ
とができる。かかる権限を委任された閣僚その他の者は、本⼤⾂が定める条件に従って権限を
⾏使することができる。 
(1992, 2002） 
 
不実表⽰ 

11．何⼈も、本法記載の事項に関して故意に虚偽の、または誤解を招く情報を提供し、または不
実表⽰をしてはならない。 
 
 
運⽤ 
 
官吏と分析官 

12.(1) 本⼤⾂は、本法または本法規定の⽬的を達するため官吏または分析官として機能するこ
とが必要だと本⼤⾂が思料する者または集団を指定することができる。指定を受ける者または
集団が州政府の職員であるときは、本⼤⾂は同州政府の同意を得た場合に限り、その者または
集団を指定する。 
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保安官の権限
(2) 第 1 項にもとづき指定を受けた官吏は、本法の⽬的を達するため保安官の全権限を有する。

ただし本⼤⾂は、同⼈が適切と思料する⽅法で、本法の⽬的を達するために⼀定の官吏が⾏使
する権限を制限することができる。かかる制限を付与するときは、第 3 項記載の証明書にその
旨記載する。

証明書の提⽰
(3) 官吏または分析官が、本法にもとづいていずれかの場所へ⽴ち⼊るときは、要請があれば、

同場所の責任者または占有者に対し、同官吏または分析官が本条にもとづいて指定された旨を
証明する、本⼤⾂が認めた書式による証明書を提⽰する。

妨害
(4) 何⼈も、本法または規則にもとづく義務または職務を遂⾏中の官吏または分析官に対し、故

意に、⼝頭または書⾯で虚偽のまたは誤解を招く陳述をし、または同⼈を妨害してはならない。

免責
(5) 官吏及び分析官は、本法にもとづく同⼈らの善意の作為または不作為につき、個⼈的責任を

負わない。
(1992, 2009)

証拠能⼒を有する⽂書
12.1(1) 本法にもとづき作成、交付または発⾏された⽂書であって、分析官が署名したようにみ

られる⽂書は、証拠能⼒を有し、反証が存在しない場合は、⽂書に署名したとみられる者の署
名または公印という証拠がなくても、当該⽂書記載の陳述の証拠となる。

分析官の⽴会
(2) ⽂書の提⽰を受けた者は、裁判所の許可を得て、署名した分析官の⽴会を要請することがで

きる。

通知
(3) 第 1 項記載の⽂書は、その提⽰意図を有する者が、提⽰の相⼿⽅に対して、提⽰意図を⽰す

合理的通知に、同⽂書の写し 1 部を添えて交付しない限り、証拠として受領することはできな
い。
(2009)

留置
13．カナダ国内へ輸⼊された、もしくはカナダ国外へ輸出されようとしている、またはある州か

ら別の州へ輸送された、もしくは輸送されようとしている物は、それが本法及び規則に従って
取り扱われたと官吏が認めるまでの間、同官吏が留置することができる。

検査
14.(1) 官吏は、本法及び規則の遵守をはかるため、同⼈が合理的根拠にもとづき、本法の適⽤対

象である物がある、または本法もしくは規則の運⽤に関連した⽂書があると信じる場所を、合
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理的時間帯に⽴ち⼊り検査することができる。この場合、同官吏は以下の各事項を実施するこ
とができる。 
(a) 同官吏が合理的根拠にもとづき、かかる物が収納されていると信じる収納庫を開き、また

は開かせること。 
(b) かかる物を検査し、無料で標本を採取すること。 
(c) 同官吏が合理的根拠にもとづき、本法または規則の運⽤関連情報が含まれていると信じる

⽂書の全部または⼀部を、検査または複写のため提⽰するよう要請すること。 
(d) 同官吏が合理的根拠にもとづき、本法または規則の違反の⼿段となったか、違反と関連が

あったと信じる物、または同官吏が合理的根拠にもとづき、本法または規則の違反の証拠に
なると信じる物を押収すること。 

 
分析官 

(1.1) 本法の⽬的を達するため、分析官は、本条にもとづいて場所の検査を遂⾏する官吏に同⾏
することができる。分析官が官吏に同⾏したときは、当該場所へ⽴ち⼊り、第 1 項(a)及び(b)に
定める権限を⾏使することができる。 
 
輸送機関 

(2) 官吏は、検査を遂⾏するため、輸送機関を停⽌させ、または同⼈が定める経路及び⽅法によ
り、同⼈が定める、検査を遂⾏できる場所へ輸送機関を移動させるよう指⽰することができる。 
 
住居 

(3) 官吏は、占有者の同意を得た場合、または第 4 項にもとづき発付された令状の権限にもとづ
く場合を除き、住居へ⽴ち⼊ることはできない。 
 
令状 

(4) 申し⽴てを受けた治安判事が、宣誓の上での告発により、以下の各事実を認めたときは、令
状中で定める条件に従い、官吏に同住居への⽴ち⼊りを授権する令状を発付することができる。 
(a) 住居につき、1 項記載の⽴ち⼊り条件が存在すること。 
(b) 本法または規則の運⽤に関連した⽬的を達するために、同住居への⽴ち⼊りが必要なこと。 
(c) 同住居への⽴ち⼊りが拒否されたとき、または⽴ち⼊りが拒否されるであろうと信じる合

理的根拠があるとき。 
(1992, 2009) 
 
通⾏権 

14.1 官吏及び分析官、ならびにその同⾏者は、本法にもとづく義務または職務を遂⾏中、私有
地に⽴ち⼊り、または私有地の中や上を通⾏することができ、通⾏につき責任を負わない。何
⼈も、かかる私有地利⽤に対して異議を唱える権利を有しない。 
(2009) 
 
⽀援 

14.2 第 14 条にもとづき検査を受ける場所の所有者または責任者、ならびに同場所内にいるすべ
ての者は、 
(a) 官吏または分析官が本法にもとづく同⼈らの義務または職務を遂⾏できるよう、あらゆる
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合理的⽀援を提供する。かつ、 
(b) 本法の運⽤に関連した情報であって、官吏または分析官から合理的に要請された情報を、

同⼈らに提供する。 
(2009) 
 
令状なしの捜索 

15．令状取得条件が存在するものの、差し迫った事情により令状を取得できない場合、官吏は、
本法及び規則の遵守をはかるため、令状なしで刑法第 487 条に定める捜索・押収権限を⾏使す
ることができる。 
 
押収物の保管 

16．(1) 第 13 条、第 14 条または第 15 条にもとづいて、または刑法にもとづき発付された令状
にもとづいて物を留置または押収した官吏は、その物を保管し、または同⼈が指定する者にそ
の物の保管を移管することができる。 
 
傷みやすい物 

(2) 第 1 項記載の物が傷みやすい物であるときは、官吏はその物を処分しまたは破棄することが
できる。処分により発⽣した利益があれば、その物の法律上の所有者に⽀払う。ただし、留置
または押収から 90 ⽇以内に本法にもとづく訴訟⼿続が開始するときは例外とする。 
 
権利放棄 

17．本法にもとづき留置または押収された物の所有者、輸⼊者または輸出者は、カナダの管轄権
者である⼥王陛下に対し、その物の権利を放棄することができる。 
 
移送通知 

18.(1) 官吏が合理的根拠にもとづいて、物が本法または規則に違反してカナダ国内へ輸⼊され
つつあるか、または輸⼊されたと信じるときは、その物が留置または押収されていると否とを
問わず、規定の書式及び⽅法による通知を交付することによって、その物を規則に従ってカナ
ダ国外へ移送するよう要請することができる。 
 
移送期限 

(2) 物の移送通知が交付されたときは、移送は通知記載の期間内に、またはかかる期間が通知に
記載されていない場合は交付から 90 ⽇以内に、実施する。 
 
没取 

19.(1) 本法にもとづく犯罪につき有罪判決を受けた者がいるときは、判決裁判所は、科した刑罰
に加えて、留置または押収された物、またはその処分から発⽣した利益を、⼥王陛下に没取さ
せるよう命じることができる。 
 
合意による没取 

(2) 本法にもとづき留置または押収された物の所有者が、その物の没取に同意したときは、その
物を⼥王陛下に没取させる。 
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⾃動的没取
(3) 以下のいずれかの場合においては、本法にもとづき留置または押収された物、またはその物

の処分から発⽣した利益を、⼥王陛下に没取させる。
(a) 第 13 条にもとづいて留置された物が、規則に規定する期間内に移送されなかったとき。
(b) 押収から 30 ⽇以内に、押収物の所有権が確認できなかったとき。
(c) 第 18 条にもとづく通知の対象物が、同条に従ってカナダ国外へ移送されなかったとき。

没取命令がないときの物の返還
(4) 判決裁判所が第 1 項にもとづいて留置物または押収物の没取を命じなかったときは、その

物、またはその物の処分から発⽣した利益は、その物の法律上の所有者、または留置時もしく
は押収時の占有者に返還される。

例外
(5) 本法にもとづく犯罪により有罪判決を受けた者がいるとき、押収物、またはその処分から発

⽣した利益は、罰⾦が⽀払われるまでの間、保有することができる。またはその物を強制執⾏
により、罰⾦の⽀払のため売却し、利益の全部または⼀部を罰⾦の⽀払いに充てることもでき
る。

⼤⾂による処分
20.(1) 第 14 条第 1 項(b)にもとづき標本を採取したとき、または本法にもとづき物を没取しま

たは権利放棄させたときは、本⼤⾂の指⽰に従ってその物を処理し処分する。

(2)［廃⽌。2009, c. 14, s.119］
(1992, 2009)

費⽤責任
20.1 本法にもとづいて、または刑法にもとづき発付された令状にもとづいて物が押収されたと

きは、その物の輸⼊者または輸出者、ならびに押収時の所有者、押収直前時の責任者または管
理者、及び押収直前時の占有者は、共同で、別個に、または単独で、カナダの管轄権者である
⼥王陛下がその物との関連で負担した押収、留置、維持及び没取費⽤の合計額であって、もし
物の処分による利益があればそれを超える部分につき責任を負う。この費⽤には破棄または処
分の費⽤も含む。
(2009)

規則
21.(1) 総督は、本法の⽬的を遂⾏するため規則を制定することができる。これには以下の各規則

を含む。
(a) 許可の発⾏、更新、撤回及び⼀時停⽌、ならびにかかる許可の所持を免除される場合に関

する規則。
(b) 動植物及び動植物の⼀部及び派⽣物を、本法の規定の適⽤から免除することに関する規則。 
(c) 以下の各場合に「動植物」の定義を変更する規則。

(i) 第 6 条第 1 項において。
(ii) 第 6 条第 2 項において。
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(iii) 第 6 条第 3 項において。
(A) 議会の⽴法権限の対象種を保護するため。または
(B) 動植物の予定輸送先の州の政府において野⽣動物種の保護責任を負う閣僚が、当該輸

送が州環境にとって有害だと思料する場合に、同閣僚の要請によって。
(iv) 第 7 条において、ある州において、議会の⽴法権限の対象種以外の動植物種を保護する

ためであって、同州政府の野⽣動植物種の保護責任を負う閣僚の要請によって。
(v) 第 8 条において。

(d) 動植物、⼀定種の動植物ならびに動植物の⼀部及び派⽣物を、カナダ国内へ輸⼊しまたは
カナダ国外へ輸出してよい場所や時間や⽅法を定める規則。

(e) カナダ国内への輸⼊、カナダ国外への輸出、またはある州から別の州への輸送のために、
動植物、動植物の⼀部または派⽣物、ならびに動植物やその⼀部や派⽣物⽤のパッケージに
印をつけることに関する規則。

(f) 第 9 条記載の者が保管すべき⽂書や、その保管形態や保管期間を定める規則。
(g) 第 18 条にもとづいて、動植物や動植物の⼀部や派⽣物をカナダ国外へ移送すべき条件を

定める規則。
(g.1) 第 22 条第 1 項(b)記載の規則の規定を指定する規則。
(h) 罰⾦の⽀払または本法にもとづく命令の執⾏から発⽣した利益の、配分⽅法を規定する規

則。
(i) 本法の運⽤に関連して⽀払うべき⼿数料や料⾦や、かかる⼿数料や料⾦の⽀払条件を規定

する規則。
(j) 本条約の実施全般に関する規則。

同上
(2) 総督は、本条約別紙にそれぞれ「動物」「植物」として記載された動植物を特定する規則を制

定する。かつ、本条約別紙の⼀覧表が変更されてから 90 ⽇以内に、変更を反映して同規則を改
正する。
(1992, 2002, 2009)

命令
21.1(1) 総督は第 6 条第 2 項の⽬的を達するため、本⼤⾂の勧告にもとづき、命令によって 2 条

の「動物」または「植物」の定義を変更することができる。

勧告
(2) 本⼤⾂が、⽣死を問わず個体の輸⼊が、カナダの⽣態系またはカナダ国内の種に対して有害

であり、かつ緊急措置が必要だと思料するときは、第 1 項にもとづく命令を下すよう勧告する
ことができる。

変更期間
(3) 命令による変更の適⽤期間は、命令に定める期間とする。この期間は、命令を下した⽇から

1 年を超えることはできない。

免除
(4) この命令は、「命令法」3 条の適⽤を免除される。
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(2002) 
 
 
犯罪と罰則 
 
犯罪：すべての⼈ 

22.(1) 以下のいずれかの違反は犯罪となる。 
(a) 本法の規定。 
(b) 第 21 条第 1 項(g.1)にもとづき制定された規則により指定される規則規定。 
(c) 本法にもとづき裁判所が下す命令。 
 
罰則：⾃然⼈ 

(2) 第 1 項にもとづく犯罪を犯した⾃然⼈は、以下の責を負う。 
(a) 正式起訴による有罪判決の場合、 

(i) 初犯の場合、15,000 ドル以上 1,000,000 ドル以下の罰⾦または 5 年以下の拘禁、または
その両⽅。 

(ii) 再犯の場合、30,000 ドル以上 2,000,000 ドル以下の罰⾦または 5 年以下の拘禁、または
その両⽅。 

(b) 陪審によらない有罪判決の場合、 
(i) 初犯の場合、5,000 ドル以上 300,000 ドル以下の罰⾦または 6 カ⽉以下の拘禁、または

その両⽅。 
(ii) 再犯の場合、10,000 ドル以上 600,000 ドル以下の罰⾦または 6 カ⽉以下の拘禁、また

はその両⽅。 
 
罰則：その他の者 

(3) 第 4 項記載の⾃然⼈または会社以外の者で、第 1 項にもとづく犯罪を犯した者は、以下の責
を負う。 
(a) 正式起訴による有罪判決の場合、 

(i) 初犯の場合、500,000 ドル以上 6,000,000 ドル以下の罰⾦。 
(ii) 再犯の場合、1,000,000 ドル以上 12,000,000 ドル以下の罰⾦。 

(b) 陪審によらない有罪判決の場合、 
(i) 初犯の場合、100,000 ドル以上 4,000,000 ドル以下の罰⾦。 
(ii) 再犯の場合、200,000 ドル以上 8,000,000 ドル以下の罰⾦。 

 
罰則：少額収益会社 

(4) 第 1 項にもとづく犯罪を犯した会社であって、裁判所が第 22.02 条にもとづき、少額収益会
社と決定した会社は、以下の責を負う。 
(a) 正式起訴による有罪判決の場合、 

(i) 初犯の場合、75,000 ドル以上 4,000,000 ドル以下の罰⾦。 
(ii) 再犯の場合、150,000 ドル以上 8,000,000 ドル以下の罰⾦。 

(b) 陪審によらない有罪判決の場合、 
(i) 初犯の場合、25,000 ドル以上 2,000,000 ドル以下の罰⾦。 
(ii) 再犯の場合、50,000 ドル以上 4,000,000 ドル以下の罰⾦。 
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最低額の罰⾦からの救済
(5) 裁判所は、提出された証拠にもとづき、最低額の罰⾦では不当な財政的困難を⽣じると認め

たときは、本条に定める最低額未満の罰⾦を科すことができる。裁判所が本条に定める最低額
未満の罰⾦を科すときは、その理由を述べる。
(1992, 1995, 2009)

犯罪：すべての⼈
22.01(1) 規則のうち、その違反が第 22 条第 1 項にもとづく犯罪となる規定以外の規定の違反は

犯罪となる。

罰則：⾃然⼈
(2) 第 1 項にもとづく犯罪を犯した⾃然⼈は、以下の責を負う。

(a) 正式起訴による有罪判決の場合、
(i) 初犯の場合は、100,000 ドル以下の罰⾦。
(ii) 再犯の場合は、200,000 ドル以下の罰⾦。

(b) 陪審によらない有罪判決の場合、
(i) 初犯の場合は、25,000 ドル以下の罰⾦。
(ii) 再犯の場合は、50,000 ドル以下の罰⾦。

罰則：その他の者
(3) 第 4 項記載の⾃然⼈または会社以外の者で、第 1 項にもとづく犯罪を犯した者は、以下の責

を負う。
(a) 正式起訴による有罪判決の場合、

(i) 初犯の場合、500,000 ドル以下の罰⾦。
(ii) 再犯の場合、1,000,000 ドル以下の罰⾦。

(b) 陪審によらない有罪判決の場合、
(i) 初犯の場合、250,000 ドル以下の罰⾦。
(ii) 再犯の場合、500,000 ドル以下の罰⾦。

罰則：少額収益会社
(4) 第 1 項にもとづく犯罪を犯した会社であって、裁判所が第 22.02 条にもとづき、少額収益会

社と決定した会社は、以下の責を負う。
(a) 正式起訴による有罪判決の場合、

(i) 初犯の場合、250,000 ドル以下の罰⾦。
(ii) 再犯の場合、500,000 ドル以下の罰⾦。

(b) 陪審によらない有罪判決の場合、
(i) 初犯の場合、50,000 ドル以下の罰⾦。
(ii) 再犯の場合、100,000 ドル以下の罰⾦。

(2009)

少額収益会社たる地位の決定
22.02 第 22 条及び第 22.01 条において裁判所は、ある会社の、当該訴訟の訴訟物の発⽣⽇直前
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の 12 カ⽉間――訴訟物が複数⽇にわたって発⽣した場合は、発⽣初⽇直前の 12 カ⽉間――の
総収益が 5,000,000 ドル以下だと認めた場合、その会社は少額収益会社だと決定することがで
きる。
(2009)

みなし：再犯
22.03(1) 第 22 条第 2〜4 項及び第 22.01 条第 2〜4 項において裁判所が、被告⼈が過去に、環境

または野⽣⽣物の保全保護に関連した議会制定法または州法にもとづき、⾮常に類似した犯罪
で有罪判決を受けたことがあると認めたときは、本法にもとづく特定の犯罪の有罪判決は、再
犯に対する有罪判決とみなされる。

適⽤
(2) 第 1 項は、正式起訴による過去の有罪判決、陪審によらない過去の有罪判決、ならびに州法

にもとづく同様の⼿続にもとづく過去の有罪判決にのみ適⽤され、違反切符により開始された
訴訟⼿続には適⽤されない。
(2009)

追加の罰⾦
22.04 裁判所が、本法にもとづく犯罪により有罪判決を受けた者が、同犯罪を犯した結果、財産、

利益または利得を得たと認めたときは、同⼈に対し、裁判所の推定による当該財産、利益また
は利得の価額に相当する⾦額の追加罰⾦を⽀払うよう命じる。追加罰⾦額は、追加罰⾦を科さ
ない場合に本法にもとづき科すことのある罰⾦最⾼額を超えることができる。
(2009)

株主への通知
22.05 株主を有する会社が本法にもとづく犯罪で有罪判決を受けたときは、裁判所は同会社に対

し、同犯罪の実⾏に関連した事実及び科せられた刑罰の詳細を、裁判所が指⽰する⽅法で、か
つ指⽰する期間内に、株主に通知するよう命じる。
(2009)

違反法
22.06 本法にもとづく犯罪が、「違反法」にもとづく違反に指定されたときは、同法第 8 条第 5

項は、当該違反につき決定される罰⾦には適⽤されない。
(2009)

刑の宣告の根本⽬的
22.07 本法にもとづく犯罪に有罪判決を下す根本⽬的は、動植物に対する数々の重⼤な脅威と、

環境にとっての動植物の重要性とに鑑みて、以下の各事項を⽬的とする正当な制裁を科すこと
を通じて、動植物の国際・州際取引を規制する法律の尊重に貢献することにある。
(a) 被告⼈その他の者が、本法にもとづく犯罪を犯すのを抑⽌すること。
(b) ⼀定の動植物の違法取引を糾弾し、その収益性を剥奪すること。
(c) 可能なら、違法取引される⼀定の動植物種を回復すること。
(2009)
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刑の宣告にかかわる原則
22.08(1) 裁判所が、本法にもとづく犯罪で有罪判決を受けた者に刑を宣告するときは、刑法第

718.1 条〜第 718.21 条を含め、本来考慮すべき原則や要因に加えて、以下の各原則も考慮する。
(a) 当該犯罪にかかわるすべての加重要因を考慮して、罰⾦額を増額すべきこと。第 2 項に定

める加重要因も含む。
(b) 罰⾦額には、当該犯罪にかかわる個々の加重要因の重みを反映すべきこと。

加重要因
(2) 加重要因は以下の各事項とする。

(a) 当該犯罪が、直接または間接に、動植物の被害または被害の危険を⽣じた。
(b) 当該犯罪が、独特の、稀少な、特に重要な、または脆弱な動植物種または動植物集団の被

害または被害の危険を⽣じた。
(c) 被告⼈に故意または未必の故意があった。
(d) 被告⼈が当該犯罪実⾏によって利益を得たか、または利益を得ようとする故意があった。 
(e) 被告⼈が、環境または野⽣⽣物の保全保護に関連した連邦法または州法を遵守しなかった

履歴を有する。
(f) 当該犯罪に⾼度の計画性があった。

加重要因の不在
(3) 第 2 項に定める加重要因の不在は、責任軽減事由とはならない。

「被害」の意味
(4) 第 2 項(a)及び(b)にいう「被害」には、使⽤価値、⾮使⽤価値いずれの損失も含む。

理由
(5) 裁判所が、第 2 項記載の加重要因が第 1 個または複数存在すると認めたにもかかわらず、当

該要因を理由に罰⾦額を増額しないと決定したときは、決定理由を述べる。
(2009)

複数の動植物等がかかわる犯罪
22.09 本法にもとづく犯罪に、複数の動植物、または単⼀動植物の複数の部分もしくは派⽣物が

かかわっているときは、当該犯罪に科す罰⾦額は、第 22 条及び第 22.01 条の定めにかかわら
ず、当該複数の動植物、部分または派⽣物のそれぞれが別個の起訴状の訴訟物であった場合の
罰⾦の合計額とすることができる。
(2009)

継続犯罪
22.1 本法にもとづく犯罪が、複数⽇にわたって実⾏または継続されたときは、実⾏または継続

された各⽇につき別個の犯罪とみなす。
(2009)

罰⾦の⽤途
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22.11(1) 本法にもとづく犯罪の実⾏に関連して財産保全管理⻑官が受領したすべての罰⾦は、
「違反法」にもとづき徴収した罰⾦を除き、「環境被害基⾦」のカナダ国⼝座群中の⼝座に⼊⾦
し、環境の保護、保全または回復に関連した⽬的に、または同基⾦の運⽤に使⽤する。

裁判所による勧告
(2) 罰⾦を科す裁判所は、第 1 項記載の⽬的を達するため、環境被害基⾦に⼊⾦された罰⾦の全

部または⼀部を、裁判所が指定した者または団体に⽀払うよう、本⼤⾂に勧告することができ
る。
(2009)

裁判所命令
22.12(1) 裁判所は、本法にもとづく犯罪で有罪判決を受けた者につき、当該犯罪の性質及び犯

罪実⾏状況に鑑みて、科した刑罰に加えて、以下の禁⽌・指⽰・要請事項を 1 個または複数含
む命令を下すことができる。
(a) 当該犯罪の継続または反復につながるおそれがあると裁判所が思料する⾏動または活動

を、被告⼈が実施することを禁じる。
(b) 当該犯罪の実⾏によって本法規定の適⽤対象である動植物に⽣じた、または⽣じる可能性

のある被害を救済または回避するために裁判所が適切と思料する⾏動をとるよう、被告⼈に
指⽰する。

(c) 当該犯罪の実⾏に関連した事実及び科せられた刑罰の詳細を、裁判所が定める⽅法で公表
するよう被告⼈に指⽰する。本項にもとづいて下された命令も含む。

(d) 被告⼈の⾏為により被害または影響を受けた者に対し、被告⼈の費⽤において、かつ裁判
所が定めた⽅法により、当該犯罪の実⾏に関連する事実及び科せられた刑罰の詳細を通知す
るよう指⽰する。本項にもとづいて下された命令も含む。

(e) 当該犯罪を構成した作為または不作為の結果として第三者が実⾏したか、実⾏させたか、
または実⾏する予定の救済・防⽌対策費⽤の全部または⼀部を、⾦銭またはその他の⽅法で
当該第三者に補償するよう被告⼈に指⽰する。適切な救済・防⽌対策の評価費⽤も含む。

(f) 命令中で特定することのある合理的条件に従い、コミュニティサービスを遂⾏するよう被
告⼈に指⽰する。

(f.1) 動植物の保全保護に関するリサーチを可能にするため、裁判所が定める⽅法で⾦員を⽀
払うよう被告⼈に指⽰する。

(f.2) 裁判所が定める⽅法で、教育機関に⾦員を⽀払うよう被告⼈に指⽰する。環境関連学科
に所属する学⽣向けの奨学⾦も含む。

(f.3) 環境団体その他の団体に対し、当該犯罪の対象動植物種の保護に関連した同団体の活動
⽀援のため、裁判所が定める⽅法で⾦員を⽀払うよう被告⼈に指⽰する。

(g) 本項記載の禁⽌、指⽰または要請事項の遵守を確保するため、裁判所が適正と思料する⾦
額につき、債務証書を提出し、保証を提供し、または同⾦員を裁判所に⽀払うよう被告⼈に
指⽰する。

(h) 動植物の保全保護の促進のため、裁判所が適正と思料する⾦額を、カナダの管轄権者であ
る⼥王陛下に⽀払うよう被告⼈に指⽰する。

(i) 有罪判決⽇から 3 年以内に本⼤⾂から要請を受けたときは、被告⼈の活動関連情報であっ
て裁判所が状況に鑑み適正と思料する情報を本⼤⾂に提出するよう、被告⼈に指⽰する。

(j) 被告⼈の善⾏を維持し、かつ被告⼈その他の者が本法にもとづく犯罪を実⾏するのを抑⽌
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するために、裁判所が状況に鑑み適正と思料するその他の条件を遵守するよう被告⼈に要請
する。

(k) 本法にもとづき被告⼈に対して発⾏された許可証を本⼤⾂に返却するよう、被告⼈に要請
する。

(l) 裁判所が適正と思料する期間中、被告⼈が本法にもとづく新たな許可を申請することを禁
⽌する。

公表
(2) 第 1 項(c)にもとづく命令に従わない者がいるときは、本⼤⾂は、裁判所が同⼈に指⽰した

⽅法で、当該犯罪の実⾏に関連した事実及び科せられた刑罰の詳細を公表するとともに、公表
費⽤を同⼈から回収することができる。

⼥王陛下に対する債務
(3) 裁判所が第 1 項(e)または(h)にもとづき、カナダの管轄権者である⼥王陛下に⾦員を⽀払う

よう命じた場合、または本⼤⾂が第 2 項にもとづき公表費⽤を負担したときは、その⾦員また
は費⽤は、カナダの管轄権者である⼥王陛下に対する債務を構成し、管轄権を有する裁判所が
これを回収することができる。

執⾏
(4) 裁判所が第 1 項(e)にもとづき、カナダの管轄権者である⼥王陛下以外の第三者に⾦員を⽀

払うよう被告⼈に命じたが、同⾦員が遅滞なく⽀払われなかったときは、同第三者は、審理が
⾏われた州内の上位裁判所に同命令を提出することにより、命令記載の⽀払⾦額を判決として
登録することができる。同判決は、同⾦員の⽀払命令を受けた者に対して、それが同じ裁判所
における⺠事訴訟において被告⼈に対して下された判決である場合と同様に執⾏可能となる。

許可の取消または⼀時停⽌
(5) 裁判所が第 1 項(k)にもとづく命令を下したときは、同命令にかかわる許可は取り消される。

ただし裁判所が、適正と思料する期間中、許可を⼀時停⽌する命令を下した場合は例外とする。

命令の発効と期間
(6) 第 1 項にもとづき下した命令は、下した⽇または裁判所が決定する⽇において効⼒を⽣じ、

同⽇から 3 年を超えて継続しない。ただし裁判所が同命令中で別段の定めをしたときは例外と
する。
(2009)

刑の宣告猶予
22.13 本法にもとづく犯罪で有罪判決を受けた者に対し、裁判所が刑法第 731 条 1 項(a)にもと

づき刑の宣告を猶予したときは、裁判所は、同項にもとづいて下す保護観察命令に加えて、被
告⼈に対し、第 22.12 条記載の禁⽌、指⽰または要請事項の遵守命令を下すことができる。
(2009)

刑の宣告
22.14 刑の宣告を猶予された者が、第 22.12 条にもとづく命令を遵守せず、または同命令が下さ
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れた⽇から 3 年以内に本法にもとづく別の犯罪で有罪判決を受けたときは、裁判所は検察官の
申請により、もし刑の宣告が猶予されていなかったら科せられていたであろう刑を宣告するこ
とができる。 
(2009) 
 
出訴期限 

22.15 本法にもとづく犯罪に対する、陪審によらない判決を求める訴訟は、訴訟物の発⽣⽇から
5 年を経過して以降に開始してはならない。ただし検察官と被告⼈が、5 年経過後に訴訟を開始
することができる旨合意したときは例外とする。 
(2009) 
 
⼤⾂は許可を拒否または停⽌できる 

22.16 本法にもとづく許可証の申⽴⼈または所持者が、本法にもとづく犯罪で有罪判決を受けた
ときは、本⼤⾂はかかる許可の発⾏を拒否し、または許可を取り消すことができる。 
(2009) 
 
違反切符犯罪 
 
⼿続 

23.(1) 刑法に定める訴訟開始⼿続とは別に、規定の犯罪に対する訴訟⼿続は、以下のいずれかの
官吏がこれを開始することができる。 
(a) 呼出状部分と起訴状部分から構成される違反切符を作成した官吏。 
(b) 違反切符の呼出状部分を被疑者に交付した官吏、または被疑者の最近の既知の住所宛てに

それを郵送した官吏。 
(c) 呼出状部分が交付または郵送されるより前に、または交付もしくは郵送後実施可能な限り

すみやかに、管轄権を有する裁判所に違反切符の起訴状部分を提出した官吏。 
 
違反切符の内容 

(2) 違反切符の呼出状及び告訴状部分には、以下の各事項を記載する。 
(a) 犯罪の記載と、犯罪を実⾏したとされる時間と場所。 
(b) 被疑者が犯罪を犯したと信じる合理的根拠がある旨の、違反切符作成官吏の陳述と、同官

吏の署名。 
(c) 当該犯罪の規定罰⾦額と、罰⾦を⽀払うことのできる⽅法と期間。 
(d) 被疑者が違反切符記載の期間内に罰⾦を⽀払えば、同被疑者に対する有罪判決が登録され

記録される旨の記載。 
(e) 被疑者が無罪の答弁をしたいと希望しているか、またはその他の理由で違反切符記載の期

間内に罰⾦を⽀払わないときは、違反切符記載の時刻に裁判所に出廷しなければならない旨
の記載。 

 
没取の通知 

(3) 本法にもとづいて押収された物にかかわる訴訟⼿続が、1 項記載の違反切符⼿続により開始
するときは、違反切符を作成した官吏は被疑者に対し、もし被疑者が違反切符記載の期間内に
規定の罰⾦を⽀払えば、その物またはその処分から発⽣した利益は⼥王陛下に没取される旨の
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書⾯の通知を交付する。

⽀払の結果
(4) 違反切符の呼出状部分の交付または郵送を受けた被疑者が、違反切符記載の期間内に規定の

罰⾦を⽀払ったときは、
(a) ⽀払は違反切符記載の犯罪に対する有罪の答弁を構成し、被疑者に対する有罪判決が登録

される。同犯罪との関連で被疑者に対し、さらなる処分は⾏われない。かつ、
(b) 違反切符記載の犯罪との関連で本法にもとづき被疑者から押収した物、またはその処分か

ら発⽣した利益は、⼥王陛下により没取され、本⼤⾂の指⽰に従って処分することができる。

規則
(5) 総督は、以下の各事項を規定する規則を制定することができる。

(a) 本法にもとづく犯罪であって本条の適⽤対象となる犯罪、ならびにかかる犯罪を違反切符
に記載する⽅法。

(b) 規定の犯罪に対する罰⾦額。⾦額は 1,000 ドルを超えないものとする。

総則

会社の取締役、役員等の責任
24.(1) 会社が本法にもとづく犯罪を犯したときは、同会社の取締役、役員、代理⼈または受任者

であって、同犯罪の実⾏を指⽰し、授権し、同意し、黙認しまたは実⾏に参加した者は、同犯
罪の当事者であり同犯罪につき有罪であって、有罪判決が出たときは、会社が犯した犯罪につ
き、本法が⾃然⼈について定める刑罰を受ける責任を負う。会社が起訴されまたは有罪判決を
受けたと否とを問わない。

取締役の義務
(2) 会社の取締役及び役員は全員が、会社が以下の各事項を遵守するよう、あらゆる相当の注意

を払う。
(a) 本法及び規則
(b) 本法にもとづく命令
(1992, 2009)

従業員または代理⼈による犯罪
25．本法にもとづく犯罪の起訴にあたっては、当該犯罪が被疑者の従業員または代理⼈によって

犯されたことを証明すれば、犯罪の⼗分な証拠となる。その従業員または代理⼈が特定されて
いると否とを問わず、当該犯罪によりすでに起訴されていると否とを問わない。ただし被疑者
が、当該犯罪は被疑者による認識または同意なくして犯されたこと、かつ被疑者がその実⾏を
防ぐためあらゆる相当の注意を払ったことを証明した場合は例外とする。

訴追の場所
26．本法にもとづく犯罪の訴追は、犯罪が実⾏された場所、訴訟物が発⽣した場所、被疑者が逮

捕された場所、または被疑者が偶然いたか、現に業務を⾏っている場所において開始し、審理
しかつ裁決することができる。
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未払いの⼿数料や料⾦
27．本法にもとづき科せられた⼿数料または料⾦が未払いのときは、その⼿数料または料⾦は⼥

王陛下に対する債務として、科せられた対象者から回収することができる。

違反関連情報の公表
27.1(1) 本⼤⾂は、本法及び規則の遵守を奨励するため、本法にもとづく犯罪につき会社に下さ

れたすべての有罪判決に関する情報の記録を、⼀般公開の帳簿に保存する。

保存期間
(2) 帳簿記載の情報は、5 年以上保存する。

(2009)

議会への報告
28．本⼤⾂は毎年、前暦年中の本法運⽤に関する報告書を作成し、報告書完成後に議会の各院が

開会してから最初の 15 ⽇間のうちいずれかの⽇に、各院に報告書の写し 1 部ずつを提出する。 

⾒直し
28.1(1) 本⼤⾂は、本条が発効した⽇から 10 年後、及びその後 10 年ごとに、22〜22.16 条の⾒

直しを⾏う。

議会への報告
(2) 本⼤⾂は、⾒直しを実施した⽇から 1 年以内に、⾒直しに関する報告書を議会の各院に提出

させる。
(2009)

廃⽌
29．［廃⽌］

発効
*30．本法またはその規定は、総督の命により定める⽇において効⼒を⽣じる。

［*1996 年 5 ⽉ 14 ⽇発効。SI/96-41 を参照。］

未発効の改正事項
1992, c.47, s.85

法案 C-42 関連の移⾏措置
85．第 34 議会第 3 回会議に提出され、「⼀定の野⽣動植物種の保護及び同動植物種の国際・州際

取引の規制に関する法律」と題する法案 C-42 につき同意が成⽴したときは、本条にもとづき総
督の命により決定する⽇と、同法第 23 条が発効する⽇のいずれか遅い⽇に、同法第 23 条の⾒
出し及び第 23 条を廃⽌する。
2019, c.14, s.58.2
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法案 S-238 

58.2(1) 第 42 議会第 1 回会議に提出され、「漁業法ならびに野⽣動植物の保護及び国際・州際取
引の規制に関する法律(フカヒレの輸出⼊)改正法」(本条では「別法」と呼ぶ)と題する法案 S-
238 が君主の同意を得たときは、本条第 2〜7 項が適⽤される。 
 

(2) 本法 18.1 条より前に別法 2 条が発効したときは、同第 2 条により制定される漁業法 32 条を
廃⽌する。 
 

(3) 別法第 2 条より前に本法第 18.1 条が発効したときは、同第 2 条は⼀度も発効しなかったも
のとみなし、廃⽌する。 
 

(4) 本法第 18.1 条と同⽇に別法第 2 条が発効したときは、同第 2 条は⼀度も発効しなかったも
のとみなし、廃⽌する。 
 

(5) 本法第 18.1 条より前に別法第 3・4 条が発効したときは、「野⽣動植物の保護及び国際・州
際取引の規制に関する法律の第 6(1.1)項及び第 10(1.1)項を廃⽌する。 
 

(6) 別法第 3・4 条より前に本法第 18.1 条が発効したときは、同第 3・4 条は⼀度も発効しなか
ったものとみなし、廃⽌する。 
 

(7) 本法第 18.1 条と同⽇に別法第 3・4 条が発効したときは、同第 3・4 条は⼀度も発効しなか
ったものとみなし、廃⽌する。 
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４-２ オーストリア⽊材取引監視法(HolzHÜG) 
 

⽊材取引監視法の法的規制の全体像、2023.01.25 版 
 
⽊材貿易の監督に関する連邦法(⽊材貿易監督法-HolzHÜG) 
StF:BGBl.I No.178/2013 (NR:GP XXIV RV 2442 AB 2526 S.216.BR:FROM 9105 P. 823.) 
 
変更 

BGBl. I Nr. 167/2021 Bundesgesetzblatt Teileins, Nr. 167 aus 2021, (NR: GP XXVII RV 947 
AB 989 S. 115. BR: AB 10699 S. 929.) 
[CELEX-Nr.: 32018L2001] 

 
前⽂ 
国⺠会議が決定しました。 
 

1.⼀般条項 
適⽤範囲 

§1.(1)  この連邦法は、その実施または移⾏のために使⽤されるものとする。 
1. 欧州共同体に輸⼊される⽊材のための FLEGT ライセンス制度の確⽴に関する規則 (EC) 

No 2173/2005, OJ 2005 L 321, p.1. No. OJ L 347, 30.12.2005, p.1、及び 
2. 欧州共同体への⽊材の輸⼊のための FLEGT ライセンススキームの確⽴に関する規則 

(EC) No 2173/2005 の適⽤に関する詳細な規則を規定する規則 (EC) No 1024/2008 など
の補⾜または実施規定、OJ L 321, 30.12.2008, p. 1. No. OJ L 277, 18.10.2008, p.23、及び 

3. ⽊材及び⽊材製品を市場に出す事業者の義務を定めた規則(EU)No 995/2010, OJ L 321, 
30.12.2010, p. 1.No. OJ L 295, 12.11.2010, p.23、及び 

4. 次のような補⾜または実施規定 
a) ⽊材及び⽊材製品を市場に出す事業者の義務を定めた規則(EU)No. 995/2010 に基づく

監視団体の承認及び承認の撤回に関する⼿続き規則に関する代表的規則(EU)No 
363/2012, ABL. No. L 115, 27.04.2012 p.12、及び 

b) ⽊材及び⽊材製品を市場に出す事業者の義務を定めた規則(EU)No. 995/2010 に基づ
き、監視機関が実施するデュー・デリジェンス制度及びチェックの頻度と種類に関する詳
細な規則を定めた施⾏規則(EU)No. 607/2012, OJ L 321, 30.12.2012, p.1. No. L 177, 
07.07.2012 p.16、及び 

5. 再⽣可能エネルギー源からのエネルギーの使⽤促進に関する指令 2018/2001/EU, OJ L 
329, 30.12.2018, p. 1. No. L 328, 21.12.2018 p. 82。 

(2)  第 1 項にいう法律⾏為の定義は、この連邦法に適⽤されるものとする。第三国とは、欧州連
合の加盟国でない国、または欧州連合の加盟国として扱われない国を指すものとする。 
 

当局 
§2.(1)  §1 に⾔及された法律⾏為の実施及びこの連邦法の施⾏に関する権限のある当局は、他

に定めのない限り、以下のとおりとする。 
1. 連邦森林局 
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a) §1 第 1 項第 1 号及び第 2 号で⾔及されている法的⾏為に関して。 
b) §1 第 1 項第 3 号及び第 4 号で⾔及されている法的⾏為に関して、⽊材または⽊材製品

が次の事項に関係している場合 
aa) 第三国から欧州連合域内市場に輸⼊されたもの、または 
bb) 他の欧州連合加盟国または欧州連合加盟国に準ずる国からオーストリアに持ち込ま

れたもの。 
2. §1 第 1 項第 3 号及び第 4 号に⾔及された法律⾏為に関する地区⾏政当局。ただし、連邦

森林局(Federal Agency for Forests)が第 1 号、⽂献 b に従って権限を有している場合は、こ
の限りではない。 

(2)  連邦森林局は、さらに、規則 (EC) No 2173/2005 の第 7(1)条の意味における欧州委員会の
コンタクトパートナーとなるものとする。 
 

オーストリア税関と他当局との協⼒関係 
§3.(1)  オーストリア税関は、輸⼊に関して、第 1 項及び本連邦法に⾔及された法律⾏為の執⾏

において⾏動するものとする。 
1. パートナー国からの規則 (EC) No 2173/2005 に従った⽊材製品及び 
2. 第三国からの規則(EU) No 995/2010 に基づく⽊材及び⽊材製品の提供を⾏うこと。 

(2)  オーストリア税関は、特に 
1. 税関活動の過程で⼊⼿した個⼈情報を含む情報で、§1 に⾔及された法律⾏為の実施及び

本法律の施⾏に必要なものを、連邦森林局または本連邦法の施⾏に関係するその他の当局に
通知すること。 

2. 遅滞なく連邦森林局に通知すること。 
a) §14 に基づく⾏政犯罪の疑いや報告、及び 
b) 規則(EU) No 995/2010 の第 2 条、⽂献に基づく、違法伐採のリスクが極めて⾼い⽊材

または⽊材製品の輸⼊。 
3. 規則 (EC) No 1024/2008 の第 10 条に従い、連邦森林局の要請に基づき、召喚状を通知す

ること。 
4. 規則(EC) No 2173/2005 の第 5 条(7) に準拠した措置。及び 
5. 規則 (EC) No 1024/2008 の第 11 条 (2) に準拠した⽊材製品のみが、⾃由に流通できるよ

うにリリースされること。 
(3)  連邦森林局は、第 2 項に基づく任務を遂⾏する⽬的で、オーストリア税関に次の情報を提供

するものとする。Z 2 ⽂献 b は、⽊材と⽊材製品の違法伐採のリスクが⾮常に⾼いという基準
である。 

(4)  規則(EU) No. 1158/2012, OJ L. 1. No. L 339, 12.12.2012 p. 1 によって最後に修正された、
取引を規制することによる野⽣動植物種の保護に関する規則 (EC) No338/97 OJL338, 
30.12.1997, p. 1. No. L61 of 03.03.1997 S.1 の実施に責任を負う委員会は、§11(3)に従って本
法の施⾏に協⼒するものとする。 

 
2.当局の任務 

監視・管理機関 
§4.(1)  §2(1)に基づく管轄官庁は、§1(1)に⾔及する法律⾏為及び本法の規定の遵守を監視す

る責任を負うものとする。監督業務に携わる機関(監督機関)には⾝分証明書を発⾏し、監督業
務中はこれを携帯し、要求があれば提⽰するものとする。 
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(2) 監督機関は、特に次のことを⾏うものとする。
1. §5〜8 に基づく措置を講じること。
2. 公定法及び仮差押えの証明書ごとに記録を作成し、公定法の影響を受ける者にそれぞれ 1

部ずつ⼿渡すこと、及び
3. 仮押さえを⾏った場合は、直ちに所轄の地⽅⾏政庁に通知すること。

接近禁⽌命令の発令
§5. 管轄官庁は、§2 第 1 項に従って、差し迫った危険の場合、通知によって、または直接、廃

棄の禁⽌を発⾏することができる。
1. 規則(EC) No 2173/2005 に定義される⽊材製品の出荷が、有効な FLEGT ライセンスの

対象であるかどうか疑わしい場合、その出荷の輸⼊者。
2. 規則 (EU) No. 995/2010 の意味における⽊材及び⽊材製品のオペレーター。
a) 第 4 条第 1 項に反する、または
b) 本条例の第 6 条及び施⾏規則 (EU) No 607/2012 の第 2 条から第 5 条に関連する第 4

条第 2 項に反して、市場に出荷されている、または出荷されたことがある。

試験、サンプリング、検査、評価
§6.(1)  §2(1)の権限のある当局は、§5(1)の⽊材製品⼜は§5(2)の⽊材及び⽊材製品の出荷を

検査し、必要な範囲内にて無償でサンプルを採取し、検査し、評価することができるものとす
る。この検査は、第 5 条第 1 項にいう疑義⼜は第 5 条第 2 項にいう疑惑が存在しなくても実施
することができる。

(2) 適切な機関、その他の団体、または有能な⼈物を専⾨家として招き、調査を実施し、鑑定書
を作成することができる。

第三国への転送の指⽰
§7.(1)  規則(EC) No 2173/2005 の意味における⽊材製品の出荷で、有効な FLEGT ライセンス

のない輸⼊申告または輸⼊が判明した場合、連邦森林局は、通知により、または差し迫った危
険がある場合、輸⼊者が 1 ヶ⽉以内に有効な FLEGT ライセンスを提⽰しなければ、輸⼊者は
直ちに、実証的に第三国にその出荷を輸送しなければならないことを直ちに命じるものとする。 

(2) 規則(EU) No 995/2010 の意味における⽊材または⽊材製品で、以下のことが判明している
場合。
1. 第 4 条第 1 項に反する、または
2. 本条例の第 6 条及び施⾏規則 (EU) No 607/2012 の第 2 条から第 5 条に関連する第 4 条

第 2 項に反して、市場に出荷されている、または出荷されたことがある。
この場合、連邦森林局は、通告により、または差し迫った危険の場合、輸⼊者が 1 か⽉以内

に⽊材または⽊材製品の合法的な原産地を証明できない限り、規則 (EU) No 995/2010 の Art
2(f)に従い、直ちに輸⼊者に命じるものとする。また、掛かる⽊材または⽊材製品を直ちに第三
国に移送しなければならない。

破壊指令
§8. 第 7 条に基づく移動が不均衡な費⽤を伴う場合、連邦森林局は、⽊材製品、⽊材または⽊材

製品が押収または没収されていない限り、通知により、または差し迫った危険の場合には直接、
実証的に破壊するよう輸⼊者に命ずるものとする。



111 
 

 
コストとリスク移転 

§9.(1)  第 5 条から第 8 条に基づく措置に関連する費⽤、第 13 条に基づく⼿数料の形で適⽤さ
れる場合、及び第 7 条に基づく移動の危険は、輸⼊者⼜は市場参加者が負担するものとする。 

(2)  第 1 項にかかわらず、第 6 項第 1 号に基づく措置に関連する費⽤は、第 1 項第 1 ⾏⽬及び第
4 ⾏⽬に⾔及される法律⾏為の違反が⽴証されない場合、当局が負担するものとする。 

 
開⽰、援助、黙認の義務 

§10.(1)  個⼈及び法⼈格を有しない団体は、第 1 項及び本法の規定の遵守状況を監視するため、
監督機関に提出するものとする。 
1. 必要な情報を提供すること。 
2. 関連する書類を閲覧のために提出すること、電⼦記録の閲覧を許可すること、正当な場合

には、要求に応じて紙媒体または電⼦データ媒体によるコピーを無料で提供すること、また
は合理的な期間内に提出すること。 

3. 合理的な期間内に無料で関連書類を提供すること。 
4. すべての財産、施設及び輸送⼿段へのアクセスを許可し、輸送⼿段及びコンテナを開放す

ること。 
5. 無償で検査、評価、サンプル採取を許可すること、及び 
6. ⽊材製品を輸送⼿段から降ろすために、サンプリングのための作業条件に精通した⼈及び

必要な装置を提供すること。 
(2)  欧州委員会⼜は連邦農業・地域・観光省の職員は、検査機関の検査活動に同⾏することがで

きるものとする。 
 

データ通信量 
§11.(1)  連邦森林局は、FLEGT ライセンスの検証結果を直ちにオーストリア税関に通知するも

のとする。 
(2)  §2 第 1 項 及び §3 に従う当局は、欧州委員会及び欧州連合の他の加盟国または第三国の

管轄当局に、すべての情報を送信する権利を有するものとする。これには、§1 で⾔及されてい
る法的⾏為の実施のために EU 法の下で必要とされる個⼈データが含まれるものとする。 

(3)  第 2 条第 1 項の当局、規則(EC) No 338/97 の施⾏に関係する当局、⾏政裁判所及び通常の
裁判所は、第 1 項に⾔及する法律⾏為の実施及びこの連邦法の施⾏に必要な、個⼈情報を含む
情報を相互に提供するものとする。特に、連邦森林局及び連邦農業・地域・観光⼤⾂は、通知
及び調査結果を通知され、要求に応じて、地⽅⾏政当局及び⾏政裁判所がその通知の結果⾏っ
た⼿続きに関する、個⼈情報を含むすべての情報を提供されるものとする。 

(4)  第 2 条第 1 項に⾔及された当局及びオーストリア税関は、FLEGT ライセンスに含まれるデ
ータの交換・記録及び規則(EU) No 995/2010 の実施のために、電⼦システムを使⽤することが
できるものとする。 

 
欧州連合への報告 

§12.(1)  森林連邦庁は、 
1. 規則 (EC) No 2173/2005 の第 8 条 (1) に従い、及び 
2. 規則 (EU) No 995/2010 第 8 条第 4 項及び第 20 条 (1) に従い、報告書を作成するものと

する。これらの報告書の草稿は、検討され、必要であれば修正されるのに間に合うように、
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連邦農業・地域・観光⼤⾂に提出されるものとする。 
(2)  連邦農業・地域・観光⼤⾂は、第 1 項に従って報告書を欧州委員会に送信し、インターネ

ット上で公開するものとする。 
(3)  §2 第 1 項第 2 号す及び§3 に従う当局は、連邦森林局に、第 1 項で⾔及されているレポ

ートの作成に必要な情報をタイムリーに提供するものとする。 
 

料⾦ 
§13. この法律の施⾏に際しての連邦森林局の活動については、BFW 法第 3 条第 6 項に従って

費⽤負担⾦を設定するものとする。 
1. §1 第 1 項、第 1 号及び第 2 号で⾔及されている法的⾏為に関する次のこと 
a) 輸⼊業者による FLEGT ライセンスの検証。 
b) 輸⼊業者による§5 から§8 までの措置と 
c) これらの⾏為に対する侵害が認められた場合、及び 

2. §1 第 1 項、第 3 号 及び第 4 号で⾔及されている法的⾏為に関して、これらの法的⾏
為の侵害が⽀払われるべきであると判断された場合。 

この法律の実施における連邦森林局の活動には、地区⾏政当局及び⾏政裁判所の⼿続きにお
ける活動も含まれるものとする。 

 
3.罰則規定と最終規定 

罰則規定 
§14.(1) 以下の者は⾏政犯罪を犯したとみなされる。 
1. 規則 (EC) No 2173/2005 の第 4 条 (1) に反して、欧州連合に⽊材製品を輸⼊している。 
2. 規則 (EU) No 995/2010 の第 4 条 (1) に反して、⽊材または⽊材製品を市場に出してい

る。 
3. 規則 (EU) No 995/2010 の第 4 条 (3) に反して、そこに⾔及されているデュー・ デリジ

ェンス システムを最新、正確、または完全に維持していない、または定期的に評価してい
ない。 

4. 規則 (EU) No. 995/2010 の第 5 条第 1 号に基づく情報が、記録に記載されていないか、
要求に応じて管轄当局に提供されていないか、規則 (EU) No 995/2010 の第 2 条 (b) の意
味における市場への出荷が、要求時に 5 年以上さかのぼらない限り、正確に、完全に、ま
たはタイムリーに提供されていない。 

5. 施⾏規則 (EU) No. 607/2012 の第 3 条に関連する規則 (EU) No 995/2010 の第 6 条
(1)(a) に従った情報が記録によって⽂書化されていない、または要求に応じて管轄当局が
利⽤できるようにしない、または規則 (EU) No 995/2010 の第 2 条 (b) の意味での市場投
⼊が要求から 5 年以上さかのぼらない限り、正しく、完全に、または適時にそうしない。 

6. 所轄官庁から要請された実施規則 (EU) No 607/2012 の第 5 条 (2) に関連して、規則 
(EU) No 995/2010 の第 2 条 (b) の意味における市場への出荷が、要求時に 5 年以上さか
のぼらない限り、規則 (EU) No 995/2010 の 第 6 条(1)(b) に従って、リスク評価⼿順を
適⽤しないか、リスク評価⼿順の証拠を提供しない。 

7. 所轄官庁から要請された実施規則 (EU) No 607/2012 の第 5 条 (2) に関連して、規則 
(EU) No 995/2010 の第 2 条 (b) の意味における市場への出荷が、要求時に 5 年以上さか
のぼらない限り、規則 (EU) No 995/2010 の Art 6(1)(c) に従って、リスク軽減⼿順を適
⽤しないか、リスク軽減⼿順の証拠を提供しない。 
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8. §5、§7 または§8 に従って命じられ、これらの規定の要件に従う措置に従わないか、適
時に従わない。 

9. §10 第 1 項第 1 号または第 2 号に反して、情報または⽂書を提供または利⽤可能にしな
い、またはそのような情報または⽂書を正確に、完全に、または時間通りに提供または利⽤
可能にしない。または、 

10. §10(1)(3)から(5)に反して措置を容認せず、または援助を提供しなかった場合。 
(2)  ⾏政罰は、地区⾏政当局によって起訴されるものとする。 
1. 第 1 項(1)、(2)及び(8)の場合、45,000 ユーロ以下の罰⾦、及び 
2. 第 1 項第 3、7、9、10 号の場合 

最⼤ 25,000 ユーロの罰⾦。 
(3)  第 1 項(1)または(2)に基づく⾏政犯罪を故意に犯し、当該犯罪により既に少なくとも⼀度は

処罰されている者は、2,000 ユーロから 10 万ユーロの罰⾦に処されるものとする。 
(4)  第 1 項から第 3 項までの規定は、その犯罪が他の⾏政規定によってより厳罰に処せられる場

合には、適⽤されないものとする。 
(5)  §1991 年⾏政処罰法(VStG)第 33a 節、BGBl.No.52/1991)には該当しないものとする。 
 

差し押さえと没収 
§15.(1)   §14 に 基 づ く ⾏ 政 罰 の 場 合 、 地 区 ⾏ 政 当 局 は 、 ⼿ 続 の 対 象 で あ る 規 則

(EC)No2173/2005 に基づく⽊材製品または規則(EU)No995/2010 に基づく⽊材及び⽊材製品
の没収という刑罰を宣告し、没収を確保するためにその押収を命ずることができる。 

(2)  差し押さえの代わりに⾦銭を⽀払うという命令は許されない。 
(3)  朽ち果てた⽊材製品及び朽ち果てた⽊材または朽ち果てた⽊材製品は、経済的に実⾏可能と

思われる場合、有益に回収するものとし、規則(EC) No 338/97 の対象にはならないものとする。
それ以外の場合は、旧所有者の費⽤負担で破棄するものとする。 

 
プリスクリプションの権限 

§16.(1)  農業・地域・観光担当連邦⼤⾂は、必要な範囲内で、以下のことを⾏うことができるも
のとする。 
1. 規則 (EC) No. 2173/2005 の第 4 条第 1 項に基づく禁⽌事項の施⾏、及び第 1 条第 1 項第

2 項に基づく補⾜規定及び実施規定と併せて、または 
2. 規則 (EU) No. 995/2010 の第 4 条に基づく市場参加者の義務の執⾏は、§1 第 1 項第 4

号に基づく補⾜規定及び実施規定と併せて、 
特に、調査に関するより詳細な規定を発⾏するものとする。これには、サンプリングと分析

⽅法、及び情報提供、⽀援、黙認の義務の詳細が含まれるものとする。 
(2)  連邦農業・地域・観光⼤⾂は、再⽣可能エネルギー源からのエネルギーの使⽤促進に関する

指令 2018/2001/EU、OJ. No. OJ L 328, 21.12.2018, p. 82 に従い、連邦気候保護、環境、エネ
ルギー、モビリティ、⾰新、技術担当⼤⾂との合意に基づき、条例により、再⽣可能エネルギ
ー源からのエネルギーの使⽤の分野で措置を採択することができるものとする。これは、持続
可能性基準と温室効果ガス削減基準、及び森林バイオマス部⾨の検証と管理に関する詳細を定
めるものとする。 
 

強制執⾏条項 
§17. この連邦法の施⾏は、以下に従うものとする。 
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1. の、税関庁オーストリアに関する限り、連邦財務⼤⾂。 
2. §13 のうち、農業・地域・観光担当の連邦⼤⾂が財務⼤⾂と合意したもの、かつ 
3. 場合により、農業、地域、観光担当の連邦⼤⾂がその他の規定 
 

⾔語的な平等性 
§18. この連邦法で⽤いられるすべての⼈称は、⼥性及び男性のいずれの性別の者にも等しく適

⽤されるものとする。 
 

法規制に関する⾔及 
§19. 本連邦法における他の連邦法または欧州連合の直接適⽤法への⾔及は、それぞれの適⽤版

への⾔及として理解されるものとする。 
 

発効⽇ 
§20.(1)  この連邦法は、公布された⽇の終りに効⼒を⽣ずるものとする。 
(2)  §1(1)、§3 及び当該(1)から(4)の⾒出し、§4(2)第 1 号から第 3 号、§5、§6(1)、§7(2)、

§10(1)第 3 号から第 6 号及び第 2 項、§11(1)、(3)及び(4)、§12(1)及び(2)、§13、§14(1)
第 6 号〜第 10 号、§14(2)第 1 号及び第 2 号、(3)及び(5)、§16(1)及び(2)は、連邦法 BGBl I 
No. 167/2021 のバージョンの⾒出し及び§17 第 1 号から第 3 号とともに、公布の⽇の終わり
に発効するものとする。 
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